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「教育制度J概念の構成lζ当つての試論

「教育制度」概念の構成に当つての試論

「制度J概念の吟味を中心に一一一

An Examination on the Concept of Educational S ystem 
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課題の限定

「制度j戚念は、従来、日本の社会科学の中で、それほど厳密に検討されてきた概念ではない。

政治学・憲法学の領域で偲加に問題にされてはきたが、統一した概念規定があるわけではない。史的

唯物論においても、乙の概念が社会構成体の基本的構成概念であるにもかかわらず、厳密な検討がな

されているとはいえない。たとえば、小論の検討対象にもなっている fレーニン全期 (大月版)で

使用されている「制度jは、そのロシア・ドイツ語版ではきわめて多様な用語が用いられている。に

も拘らず、大月飯ではそれら多様な用語が「制度jというひとつの用語に包摂されてしまっている。

つまり、日本語の「制度J概念は、いまだ未分化な概念として存夜し、十分な検討がなされないま h

使用されている、といえる。

筆者の対象としている教育 f制度jにしても、それがドイツ語でいう EinrichtungなのかIns-

titution なのか、 Ordnung なのか、 Systemなのか、などについて従来それほど問題にもされて

こなかった。教育制度という用語は、それとしてなにか特定の対象を限定しうるかの如く使われてき

ている。教湾制度論が対象とすると ζろの、教湾制度の変化・発展過程や制度形態だとかの分析に際

して、 ζの分野の研究がいったい教湾諸現象のなにを、どう抽出しうるのか、といった吟味もほとん

ど明らかではない。

{中新氏は、 f教育制度とは、教育iζ衡する機関、作用などが法規に基づくとともに、その社会の

伝統や教育観を基盤として成立し、ある程度持続性をもっている教育に関する組織であるJと規定す

る cr教育学叢書6J1第一法競3ページ)。つまり、氏にあっては、教育制度は「組織jを意味する
ζ とになるが、 Organizationは必ずしも「制度Jを意味したり、そう訳されたりするわけではない。

教湾制度の分析にあたり、 「組織J!ζ注白する ζとはきわめて重要であるとしても(たとえば学校を

教湾総織としてとらえ、学校の組織形態の発展過程を追うなど〉、 「組織jイコール「制度Jという

わけではない。

教育制度分析を、その制度形態の変化・発展過程としてみる筆者の課題意識からして、また教育

制度を、それを規定し、形成する諸契機の相互関係の全体として分析を試みようとする場合、「制度j

械念の吟味は不可欠の対象をなす。

おおよそ、以上の課題;意識を前提とし、小論ぞ試みた。かなり迂遠な接近であり、それほど生産

的作業であるとも考えられないが、 「制度J概念一般についての検討を試み、教誇制度分析の方法の確

立の前提作業としたい。第一章では、既往の日本の政治学・憲法学における「制度J械念の吟味を、

第二章においては、主として大月版レーニン全集にみられる f制度」枇念の吟味を、

は、教育制度分析を展開する場合の務干の視点の提起を試みている。

において

第 1憲 政治学・憲法学における「制度j概念の若干の検討

まず最初に、従来日本の政治学・憲法学の領域で、 「制度J概念(その多くは政治制度、憲法制

度、法制度などであるが)がどのように把握されてきたか、をみる。その場合、戦前よりこの概念を多

少とも窓識的lζ検討してきている平野義太郎、鈴木安蔵、更には戦後において憲法学・政治学の方法

論に意欲的にとりくんできている長谷川正安、影山臼出弥、間口E喜久治などに限定したζとを ζ とわ

っておく。

(1) 平野義太郎の「制度j概念

q
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「教育制度」概念の構成lζ当つての試論

平野義太郎の「制度J概念の吟味にあたり、次の文章が参考となる。

「経済的社会構成態の機構的把握は、制度が、決して単なるイデオロギーのみでなく、所与の生

産関係の外殻として、その本震的な構成要素である ζ とを示すから、制度を以って、生産関係の反

映、所産主としてのみ理解する経済主義的法律観は、 ζの際iζ、強く排斥せられる。制度は、生産関

係における階級支配の搾取、抑圧にたいする新しい機カ手段とともに、被支配者にたいする抑圧手

段として作用し、臨接生産者との対立において閤定する。制度、すなわち鴎家権力ふくむ法律の史

的過程、その物質的・社会的基礎の分析は、したがって、経済的社会構成態の機構的把握の上に行

なれる歴史的分析において欠く乙とのできぬ本質的な課題である。た Yし、その際、社会構成態と

制度とを問視し、あるいは、社会構成態を、個々の制度lζ機械的に分解するがごとは、法律制度史

を、観念的法制史にすり込む最も斥くるべきものである。なお、制度物としての法とイデオロギー

としての法との区分は、乙の法律史にあっても、如上の関係において、注意される必要がある。 J

(平野「史観と法律史の方法J1925なお、長谷川・藤田編『文献研究・マルクス主義法学〔戦前)

臼本評論社 197243ページ参照j

ζ 乙iζは、氏にあって「制度Jが、社会構成体の本質的構成要素である ζ とが指摘され、社会構

成体の歴史的分析にあたって、制度の歴史的発寝過程分析が、 f本質的課題jをなしている点がのべ

られている。また、社会構成体における制度の位置づけの若干の構造的考察が展開されている。

しかし、「制度j概念自体の規定に関しては、「田家権力ふくむ法律Jという規定がみられるだけ

であり、それ以上の説明はみられない。 r制度j概念を、問じく社会構成体の基本的構成概念である
社会的関係概念との関連でみた場合どうなるか、についての記述はみられない。

なお、のちの平野の論文 r7)レキシズム法学J(W講座日本近代法発達史8~、間論文は、 r法学

文献選集 3~学陽書房にも所収、以下の引用ページは後者による)では、 「それぞれの社会における

人と人との関係(生産手設にたいする所有・分配・交換の関係)を特定の社会形態をつうじて組織化

したのが法律にほかならないJ(35ページ)という、法律の概念規定があり、また、権力を権力関係、と

しておさえ、「その権力関係が、いかにして法律秩序ないし国家秩序)を発生させ……Jr権力はいか
ように法律秩序(国家秩専)を規定したかJ(33ページ)という指摘があるのつまり、乙の平野の把援

には、法律を「人と人との関係jの「綴織化」であるとする規定や、 ζ の法律を形成する権力が権力

関係としておさえられ、ほかならぬ乙の権力関係が法律秩序(平野の規定からして、 ζれは一定の社

会的関係、の秩序という乙とになろう)を形成する、となす把鐙がある故に、「制度、すなわち国家権力

ふくむ法律Jという「制度j規定には、社会的諸関係が内包されているといいうるが、平野にあって

「制度j概念と「社会的関係」概念の両者の穏係と区別が、意識的に明らかにされているわけではな

い (ζの点、のちに吟味する影山・田口の場合にはより明様化される)。

一応、乙 ζでは、「制度J概念をして、社会構成体の「本質的構成要素Jとして積極的に佼霞づ

ける平野にあって、 ζの概念が「関家権力ふくむ法律Jといった実体的規定にとどまっている ζとを

指摘するにとどめる。

(2) 鈴木安蔵の「制度j概念

政治学から「叡j度j 概念にアプローチしたものとして、鈴木安蔵の『政治学原論~ (1956)、『日

本憲法学の生誕と発展~ (1934)があげられる。

彼は、政治学の対象としての政治現象を、 f政治行動Jr政治関係Jr政治組織・政治機構・政
治制度Jr政治的イデオロギー」で構成する。乙の内、 「政治行動Jを「人間の社会生活における階

-3 
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級的権力(関家権力)による規制 (regulation).......・(絡)ー・ならびに乙の権力の掌援ないし変革、

ζの権力への影響のための諸行動jと規定し、「政治行動」を「政治現象Jの中核概念におく。そして、

ζ の「諸行動の展開される社会諸関係、社会主主活諸過程」が「政治関係、Jであり、 「政治行動のため

の組織・機構・制度」が「政治的組織・政治的機構・政治的制度」であり、 「政治行動Jの「動機づ

け、基礎づけ、方向づけjなど f政治行動の包標として追求される人間の社会的観念形態jが「政治

的イデオロギーjであるとする cw全訂政治学原論』動車書房 1962.15・6ぺージ)。
他方、彼は政治現象とは足IHζ、法現象を「法的イデオロギーJr法(法規範)J r法的諸関係(R桂一
chtsverh証ltnisse)J r法制度 (rechtlichen Einrichtungen) Jで構成し、 f法的諸関係JはJ法の

適用を内容とし、中心とするJが、「政治的諸関係Jは「いっそう広範かっ根源的Jであり、「政治的

諮関係の成文的もしくは不文的な反映・要約として一定の関定的形態を与えられたものが法規範にほ

かならJず、その法規範の適mの結果形成されるのが「法的諸関係jだとする(r日本憲法学の生誕
と発展J法律文化社 1966 7・9ページ)。

ζζでは、政治現象、法現象など対象のちがいはあれ、 ζれらの現象の抽出概念としての「制度j

「関係J概念が重視され、使用されている。また、別の箇所で、彼は「政治学は、不断iζ変化・発展す

る政治情勢・諸制度を研究対象としJ( r全訂、政治学原論J 44ページ)とのべている ζとから、政
治学の対象として、「制度jの変化・発幾過程を特lζ重観している ζ とがわかる。

一応、以上をおさえた上で、鈴木の「政治制度Jr法制度J概念を、その他の関連概念(なかん
ずく「関係j概念)との対比で検討する。

「法制度Jにふれている r日本憲法学の生誕と発緩』においては、 f法および政治諸関係、法お
よび政治諸制度は、経済的諸関係の産物でありJ (5ページ)とか、 「法は、乙の対立統制の一手段

であり、規準であり、制度であるJ (6ぺージ)とか、 「法的議関係、・法的諸制度は、法の直接的基

縫・基盤でありJ C7ページ)などの記述はみられるが、法関係と法制度の関連と区別、法制度の規

定じたいはみられず、 ζの点、影山日出弥の指摘するように、鈴木にあっては「十分に検討されてい

ないJ (影山『現代憲法学の理論』臼本評論社 1967 130ページ)。

f政治制度J概念についてはどうか。鈴木は、さきの f政治学原論』からの引用箇所で、「政治行

動が展開される社会諸関係Jが「政治関係jであり、「政治行動のための制度jが「政治制度jだとい

う。約者の競定はさておくとしても(とはいえ、政治行動が展開されるのは一定の制度の内包する関

係を前提とする点に留意したばあい、鈴木の「社会諸関係、」と制度の関係は不鮮明)、後者のばあい、

ζ の規定からは「政治制度Jが何であるかは依然として不明である。 f政治行動のための組織Jが「政

治組織Jだとする規定ほどに、「政治行動のための制度jが「政治制度Jだとする規定が明らかになる

わけではない。政治の「組織・機構・制度 jの三者を区分しつつ、相互関連させて把握している点は

意味があるとしても、政治機構と政治制度の区別と関連も明確とはいえない。

それでは、鈴木にあって、「政治制度」概念と「政治関係J概念がどのようにかかわっているか筆

者なりに検討してみたむ、。彼は、他の箇所で、政治組織の「最大のJrもっとも包括的なものJが「閤
家一国家機関・政府であるJ(ζれが「機構Jにあたるのであろうか)とし、国家の第一の機能crも
っとも本来の政治的機能j)として、 f秩序機能jをあげる(前掲 f威論J25ページ)。そして、 ζの

f秩序機能jとは「社会存立の根本要件である物質的生産・再生産主の根本的条件を維持すること、生産力の

発展条件を確保し、あるいは育成ないし創出する ζと、そのために不可欠な諸社会的条件について配

慮し、諸関係を統制・調繋・組織化し、諸事務を管理し伝導する機能J(同前26ページ〉である、とす

-4-
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る。つまり、「政治組織の最大のものjとしての国家の機能として、 f諸民係Jの「統制i・識整・組織

化Jの機能(秩序機能)をあげる。また、彼は7)レクスの「すべての共同的な制度は国家によって媒

介されJ(全集3巻 p58、そこでは「あらゆる共通の制度は、国家の子を介してとりきめられ、なん

らかの政治的な形態をもたせられる ζ とになる。Jと書かれている)という fドイツ・イデオロギ-J

からの引用をしている乙とから(時前71ページ入国家の「制度」形成機能についても注尽している

ζとがわかる。筆者の推察ではあるが、鈴木にあって、国家の「秩序機能J(秩序形成機能)と、制度

形成機能とは、不可分に関連するものとして把握されていると考えられる。つまり、「制度j概念の基

底には、田家により形成されるところの f秩序J概念が存在し、「制度j紙念の本質iζ、鈴木のいう「統

制・謁整・組織化Jされたと ζろの f諸関係Jが合意されていると考えてよいのではなし、かと患われ

るのである(そうはいっても鈴木の「政治制度J概念は「政治組織・機構J概念と同ーの範鴎に属し

ているが故に、なにか機関的なものをさしていると考えられるが、より本質的考察を加えた場合、以

上の筆者なりの推察も可能であると思われる。)

それはともかく、一応ζζ では、鈴木にあっては、社会犠成体の政治的・法律的上部矯造の抽出

概念として、 f政治行動Jr法規範Jr政治的・法律的関係Jr政治的・法徐的制度Jr政治的、法律的
イデオロギーjがおさえられており、かつ、政治学の対象として「政治情勢Jなかんずく「政治制度j

の変化・発展過程を重筏している点をおさえ、さきへすすむ(鈴木にあっても、「制度」紙念が、社会

の政治的・法律的上部構造の重要な構成概念として位置づけられていながら、その内容綴定は十分展

開されないま hにおわっているといえる)。

(3) 長谷川正安の「制度J概念

長谷川A安は、その箸「新版 憲法学の方法JC日本評論社、 1968)において、憲法現象を「憲法

意識・規範・餅度・関係jで構成し、 rl憲法制度Jを、「憲法怠識によって憲法規範が現実化される

ためには、それを可能ならしめる抱設がなければならないJ(58ページ〉として、 ζの「抱設Jを「憲

法制度jと規定する。更に「制度という言葉は、パナーJレ、オーリユーにつかわれているように哲学

的窓味をもったり、個々の法関係、そしめしたり、きわめて多義であるが、乙 ζでは民会、内腿、裁判

所、天皇、国民というような憲法上の具体的抱設や機関をさすことにするJ(58・9ページ)として、

「制度j概念の多義的規定性を認めた上で、具体的lζ 「憲法鰐度jを以上のように規定する。

ζのような長谷川の規定の背後には、「一般的・揃象的な憲法規範は、:害、法制度の具体的行動に

よってその具体的内容を与えられ、場実イとするJ(69ページ)という認識がある。つまり、氏は、憲法

制度を、一般的・抽象的な憲法規範(そ ζには、一定の社会的諸関係、政治的諸関係が規範レベルと

して内包されている)に、具体的内容を与え、規範の内包する社会関係を現実化する契機、ないし媒

介体として位霞づけていることがわかる。 ζζには、規範の内包する法関係は、必ずしも場実化され

た法関係、(事実関係としての)ではないとする把握があり、その上で場実化された法関係lζ注目し、

それに制度を関連づけてみる視角がうかがわれるのである。

しかし、規範の現実化の媒介体自身が制度だとしても、 f機関・砲設jとしての「制度J自体、規

範が現実イとされた結果形態として存在するのであり、かつまた、この f縮設J自体、現実化された法

際係の一方の主体でもある ζ とからして、長谷川のいう「憲法制度Jと「憲法関係」の区分は、それ

ほど明確になるわけではない。つまり、憲法制度自体、憲法関係を内包しているのである。

他方、長谷}II'ま、上部構造概念を問題として fそこでは、資本主義的生産関係が支配的である経

済的土台があり、その上にもろもろの社会意識・制度がそびえたっているJ(71ページ)とし亡社会
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の上部構造を、 f社会意識jと「制度jの基本的再概念で構成する。乙の規定からするならば、 氏の

f制度j機念は、明らかに現実に形成されている「イデオロギー的社会諸関係、」を内包する繊念であ

り、その結果、形式的にいえば、彼の f憲法制度jの規定においても一定のイデオロギー的役会諸関

係が内包されていなければならず、単に「機関・施設jとしてのみ規定したのでは、彼のf上部構造j

概念中の「制度J概念と、「憲法制度J概念の規定との間に、不整合をj惑ぜざるをえない。

一応、 ζζでは、長谷川にあって、「制度j概念(r憲法制度J)が、「機関・抱設」として恕擬
されている点を確認しておく(ただし、氏は、憲法制度の場合のみ、それは機関・抱設をさし、他の

法制度の場合は、必ずしもそうではない、とするのかどうか不明)。

(4) 影山日出弥の「制度j概念

長谷川の「制度j概念の不察合性をつき、更に検討を深めているのが、影山の「憲法制度j概念

の規定であるといえるo 影山i立、長谷川の「憲法制度」口「機関・施設Jをその吟味の対象とし、「憲

法制度は、つねにζのような『機関』または『施設jであるかどうかJ(前提『現代憲法学の理論J1131

ページ)の問題を設定する。

彼は、 f一定の社会構成体の主主縫をなす社会諸関係そ対象とする憲法部門は、多くの典型的な社

会関係を規制する『憲法制度jからなりたつことになる。いいかえれば、憲法制度は客観的な必要性

に応じて、一偲の典製的な社会関係を全体的に規制する憲法規範の総体からなりたつのである。 ζの

ように憲法制度は、それ自身、完結した一定の典型的な社会関係を規制する憲法規範のグループが存

存するとき、構成される。Jと述べる(間前131・2ぺージ)。

まず、 ζζで影山は、憲法制度の成立の前提として、一定の社会関係の存在を認めている。そして.

その上で「客観的な必要性に応じてJ特定の社会関係を憲法で規制する必要がある場合に、憲法制度

が成立する ζ とを指摘している。た Y、ζの記述からだと、「憲法制度J，立、 f憲法規範の総体からな

りたつJのか、それとも f憲法規範のグループが存在するときJそれにより f構成されるjのか、あ

いまいである。おそらく後者であろう。つまり、憲法制度は、 f一定の典型的な社会関係を規制するj

とζ ろの f客観的な必イ要性」が存在し、かつ、その「規制jの内容がもられた f憲法規範グループJ

の存在が前提となって、はじめて成立するのである。それ故、憲法規範自体は、憲法制度の成立の前

提ではあっても、「憲法制度Jそのものではないといいうる。

それでは、影山にとって f憲法制度Jとは伺をさすのか。以下の文章が示唆を与える。

「婆するに国家諸機関とその相互関係、国家諸機関の組織と作用という憲法規範によって規制され

るイデオロギー的社会諸穏係、および国家と国民、国民相互間の経済的・政治的・文化的諸関係

は、憲法の対象であって、その偲々の典型的関係が、それに適合する憲法制度を携成するのであるJ

(間前132ページ)。

ζの文字の文脈そたどってよむとき、前段の国家諸機関をめぐる fイデオロギー的社会諸関係J、

および後段の闘家と国民、国民相互間の「偲々の典型的関係jが、 f憲法制度を構成するJということ

になり、 ζの記浅からして、影山の f憲法制度Jの本質規定は、く憲法規範により規制されたと乙ろ

の、個々の典型的なイデオロギー的社会諸関係こ〉ということになろう。それ故、 ζの影山の規定は、

さきにみた平野の「国家権力ふくむ法律jとも、長谷川の「機関・瓶投Jとも巽る。影山にあっては、

「憲法・法律jは制度形成の重要な契機であっても f制度J自体ではない。また、 f機00-抱設Jは、具

体的制度の実体的要因であっても、むしろ「制度」は、その「機関・施設J，ζ対象化された「社会的

関係jとしておさえられている、と考えられる(影山は、国家機関は、「憲法の対象となる限り、号室
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法制度の具体的形態(対象的構造)として映ずるJ(133ページ)とのべている G また、彼は、j憲法制

度は、長谷川のいう「機関抱設jが存在しなくとも成立するとして、その併をf憲法上の財産主制度、

一定の慈本権制度JIζ求めている 032ページ)。

とはいえ、影山の「憲、法制度Jの規定は、以上の要約とは別lζ、更に複雑であるo なぜなら、彼

が憲法制度の規定にあたり想定している f社会的関係jは、現実に実現されたと ζろの事実関係とし

ての f社会的関係、jではなさそうである。そうではなくて、現実に存在すると ζろの特定の社会的関

係、を規制すると ζろの典型的関係、であり、それ自体としては「抽象的憲法関係J(147ペーのである、

といえる。それ故、影山は、「憲法制度という特殊なイデオロギー形態Jとか、 f憲法制度という特殊

な法イデオロギー形態J(133ページ)という使い方をするのであり、また、「憲法制度Jの要約箇所

で、「第ーに憲法制度は、一定の典型的社会関係を全体的iζ規制する憲法規範の主主合体でありJ033 

ページ)とするのである。

ζの影山の叙述からするとき、「憲法制度Jは、「イデオロギー形態jであり、 f憲法規範の後合

体jという ζとになり、現実に機能し、存在するところの制度ではなくなる。影山i立、「婆約jのf第

四jにおいても、「憲法制度を認識のカテゴリとして問題にする場合、憲法制度を構成する憲法規範

の複合体と、 ζれによって規制される対象との、相互の不可分の関連を見失わないと同時に、両者を

問一視してはならないJ( 133・4ページ)といっている。

それだけに、筆者がさきにみてきたように、影山の「制度Jの本質規定が「憲法により規制され

た社会的諸関係Jとしてとらえられる、という ζとと、いま検討してきたと ζろの憲法制度イコール

「憲法規範の複合体Jという影J1Jの規定との間には、矛盾を感ぜざ、るぞえない。

乙の点、筆者としては、憲法規範が内包している典型的社会関係と、憲法制度として実現された

社会的関係との関係、は、前者は憲法制度を規定する憲法秩序としておさえ、その憲法秩序を前提とし

て形成されると ζろの事実関係の関連しあ勺た総体を憲法制度として把握さるべきだと考える。「制

度J概念は、現実化され、秩序化された社会的諸関係、をその本質的要素としておさえられるべきで、法

が内包する関係は、現実の f制度Jを形成する契機として把握した方がよいと考える。そうでないと、

「制度Jの発展過程を分析する場合、関連しあった事実関係の総体としての f制度Jを対象とするの

でなく、法に内包された抽象的な社会諸関係の分析となり、「制度jそのものを変化・発展する運動

体とみる観点があいまいにされる、と考える。さきに引用した平野の f制度物としての法とイデオロ

ギーとしての法Jの区別は、 ζの場合生かされるべきと考える。

(5) 尽ロ富久治の「制度J綴念

出口は、最新の表『政治の科学J(青木喜居、 1974)の中で、政治学を構成する基本的諸概念の

規定を展顕している。その中で「制度J磁念にふれているいくつかの箆所を検討する。

彼は、ヱンゲノレスの上部構造の規定「それぞれの歴史的時期における法的および政治的諸制度、

ならびに宗教的・哲学的その他の考え方からなる上部構造全体J( r反デユーりング論Jr全集j20巻
25ページ)をあげ、 ζの規定をレーニンの上館構造規定(イデオロギー的社会諸関係の総体)と比較

検討しながら、自らの「イデオロギー的社会関係jを規定し、それと「制度Jとの関連を次のようにの

べる。

r rイデオロギー的社会関係jは、形成される前に社会関係の意識を通過する諮関係であって、そ
れは、政治的諸関係(規定は後述)とそれ以外のイデオロギ 的諸関係にわけられ、それぞれが制

度化(後述j される場合国家を中心とする政治・法諸制度や、学校、教会、マス・メディア等の京
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教的・教育的・文化的諸制度が成立する一…・J(関口、前掲書24・5ページ)。

そして、上部構造を、「社会的諸観念形態、およびそれらによって媒介されるイデオロギー的社

会諸関係・諸制度・諸実践の総体jと続定する (25ページ〉。乙のうち、 fイデオロギー的社会諸M係、

諸制度・諸実践Jは、 f政治的・法的諸関係、政治的・法的諸制度とそれをめぐる政治的・法的実践J
および「政治的・法的諸関係以外のイデオロギー的社会諸関係・諸制度・諸実践Jとに分かれる(26ページ)。

以上の田口の叙述からして、彼が、その上部構造概念の中で、 「制度J概念をf関係Jr実践j概
念とともに建主要な構成要素としておさえていることがわかる。また、同時に乙れら「関係j概念と「脱

皮J概念との相互関連も指痛されている。

上記号!用中の、イデオロギー的諸関係が「制度化される場合J、政治的・法的諸制度やその他の

社会的制度が成立するという街備にみられるように、関口にあって「制度Jは、 「制度化されたJと

乙ろの fイデオロギー的社会諸関係Jとしておさえられる、と考えてよい。つまり、くイデオロギー

的社会諸関係→制度化→制度の成立〉というシェーマが設定できるといえる。もんだいは、 ζζでい

う「品j金ィtJがなにを意味しているか、という乙とであるが、乙の引用箇所では「後述jとなってお
り、明らかではない。

それでは、節目のいう f制度化Jとはなにを意味しているのか。「後述jの箇所は、必ずしも明確

ではないが、「国家jの規定筒所で、彼は次のようにのべる。

「ζの国家における支配階級の権力は、軍隊・饗察・官僚制(行政官庁〉・裁判所・刑務所等の暴

力装霞を中心とする留家諸機関の総体、つまり国家機様lζ呉体化・実体化され、それをつうじて行

使される。調家諸機関ないし機構が、住会出iE455ι;予去五元議士主主主ふヘC藷j;J/.品jゐi桑2L
てみられるとき、これを国家制度という。支配階級の権力の具体化であり、また権力行使の媒体で

ある国家議機関、ないし権力の組織化と発動について定立された規範・規則の体系としての国家諸

制度が、一つの系(システム〉をなし、相互にまた全体の関係において内的・必然的関連を有する

場合、 ζれを国家構造、『一つの法律的・政治的上部構造』というJ(40・1ページ、傍点筆者)。

ffiOの ζの叙述から明らかなように、彼にあって f制度化jとは、ある一定の社会的関係が「社

会的にサンクションjされる ζ とであり、しかも「諸規範ないし諸主党員りの体系Jとして「サンクショ

ンjされる ζ と、であるといえる (ζの諸規範などが法律に限定されているわけではない ζとは明ら

か。とくに政治的・法律的諸制度以外の社会制度のばあ七、)。

そうだとすると、 f制度」概念は、く諸規範ないし諸規則の体系として社会的にサンクションされ

たと乙ろの特定の社会的諸関係〉を、その本笠規定とする ζ とが可能である。つまり、「制度j磁念

は、「社会的諮関係J概念とはイコールではなく、特定iζ 「サンクションされた社会的諸関係」をその

本質的内容とする概念といえる。

一応、出口の「制度J概念を以上のようにおさえた上で、彼の「函家制度j械念lζついての若干

の検討をしておきたし、。前述引用文からわかるように、彼の f国家制度」械念は、単iζ国家諸機関・

機構とも異り、これらが「諸規範・諸規則の体系jとして存在するとき、「国家制度jを構成する、と

いう ζとになる。また、 f権力の組織化と発動について定立された規範・規則の体系jも圏家制度と

して位置づいていることがわかる。

ζζからして、出口にあっては、「国家制度Jiま、国家諸機関・機構を合意するとしても、それら

が「諸規範」等により相互に関連しあった全体としておさえられていることがわかるG TこY、f権力

の組織化と発動について定立された規範・規刻の体系としての鴎家諸制度Jともいっている ζとから、
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形式的にみると、国家制度は法規範の体系という ζ とになり、法規範とイコールとしてとらえられな

いζともないが (ζの点、影山にも同様によみとれる館所がある ζ とは既主主した)、筆者としては、 ζ

のような f規範の体系Jが対象化されたものを「国家制度Jとしておさえておきたい。

更に、「国家諸機関・機構」が「サンクションJされた場合、それらが「国家制度」をなす、とい

う記述から、 ζれも形式的によみとるならば「国家制度Jは「国家諸機関・機構jということになる

が、出口の「制度」規定の滋本シェーマが、「制度化された社会関係Jであるという規定からして、「国

家制度jは、単に「機関・機構jをざすものではなくして、乙れらの組織化、その権力の発動κ際

して秩序づけられている社会関係が、その基底にある、といいうる。つまり、 ζれらの国家諸機関の

組織化lζ際して、国民やその他の機関とどのような相互関係におかれているのか、またその機関の権

限の発動iζ際して他の機関や鴎民に対してどのような関係を形成するのか、などを含んだ規定として

おdえる必要があると考える。たとえば、田口は、「政党制度Jを規定して、「諸政党の対立・闘争・

同盟等の諸関係の総体J(56ページ)と規定しているが、ここで使用されている「制度j概念は、明ら

かに「関係j概念としておさえられている。

(6) 小結

以上の検討の要約を記しておく。

ζこにあげてきた 5人の「制度j概念lζは、共通性も見られるが、矢張り、長谷川の指摘するよ

うに依然として多義的である。それぞれ、「制度」が社会構成体の上部構造を構成する重要な概念と

して設定されているが(乙 ζ での対象が f経済制度Jではなく、政治的・法律的・社会的制度である

から)、その規定自体においてはさまざまである。

制度を、「機関・施設Jと規定するのは、長谷川であるが、鈴木(r組織・機構・制度Jを同一範
鱒においている)や平野(r権力Jとみる)にも ζの傾向はみられる。この場合、鈴木や王子聖子は制度
号号機構概念と関連させてとらえようとする鋭角がみられるが、長谷川の場合はむしろ侭別諸機関に震

点がおかれている。

ζのような規定に批判的であるのは影山であり、彼は、「制度jは必ずしも「機関j等に結合し

ない場合のある ζ とを強調する。筒口の場合は、規定上、「機関jと「制度jを区分している。

「制度J磁念に、「法Jを含める論者としては、平野があげられるが、影山の場合においても、そ

の「憲法制度J規定は「憲法規範の複合体Jr特殊な法イデオロギー形態Jというように「規範Jが含
まれている。 ζの点では、長谷川の場合は「法規範jの実場の媒介体が f制度jである故に、「法規

範Jは含まれず、田口の場合も法規範は f制度化Jの内容ではあっても「制度jではないとされてい

る(もっとも、応口も「規範・規則の体系会しての国家諸制度jといっているので問題は残る)。

このように、「制度J概念を実体的に規定せんとする場合、きわめて多義的に把握され、その統一

的規定は混乱しているe そこで、より本質的に f制度j概念を規定せんとする志向が伺われるのが、

影山・出口の場合である。

両者は、「制度」概念を「社会的関係J概念とのかかわりで規定せんとするが、その内容におbて

興っている。

影山の場合、さきにみてきたように、憲法が対象としている特定のイデオロギー的諸関係が制度

を構成する、とのべるように、一定の規範で規制された社会的諸関係が制度の本質的規定であると、

みられるのであるが、他方、彼は「憲法制度Jの内包するかかる諸関係は、 F特殊なイデオロギー形態Jない

しf抽象的社会関係Jとしているのであり、現実化された諸関係、ではない。

9-
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一方、筒口の場合は、特定の社会的諸関係が f制度化jされると「制度jが成立する、とのべて

おり、ここでの「制度」が内包する社会的諸関係は、現実化された諸関係(事実関係)として把握して

いると考えられる。

このように、両者ともに、 f制度J概念の本質規定を、筆者なりにいえば、「秩序づけられた社会

的諸関係Jとしておさえる視角はあると思われるのであるが、その鑓係、が、抽象的関係として規定す

るか、事実的関係として規定するかにおいて相違をみい出せると患われる。

とζ ろで、 ζのように「制度」概念を、社会関係概念で説明するとしても、以上の両者のほかに

長谷川・鈴木の場合も含めて、「制度j戚念と「関係j概念(政治的・法律的関係、憲法関係〉は、区

別されている。 ζの区分が、対象の棺異による区分なのか、認識上のレベルを異にした区分なのかは

不明緩である。一般的な社会関係と法関係の区分は、対象の区分として明緩であるが、 f法制度j と

f法関係jとはこのような対象の相違として明篠に区分されるものかどうか、明らかではない。

「法制度Jが、関連しあった後数の「法関係jの一定の全体として〔それもある場合には対立した法

関係を含むと乙ろの〉形成されている、という意味での「法制度jと「法関係、」のちがいなのか(乙

の場合は、「法制度jは関連しあった「法関係jの一定の体系という ζとになる)、それとも「法制度j

は子法関係J以外の対象により燐成されているのか(長谷川のいうようlζ)、以上の論者の内容の検

討からはた Yちに結論が出せるわけではない。

一応、以上の要約と問題の所在を指織した上で、次卒以下の検討に移る ζ ととする。

第2章 大月版 Fレーニン全集Jにおける「制度J擁念の検討

第 1節 大月版『全集』にみられる「制度」続念の使用例ーロシア語版、 ドイツ語版との対比

本章では、レーニンの「制度j概念の検討を試みる乙とを中心的課題とするが、本節でふれるよ

うに、レーニンItあってきわめて多様な用語が、大月版『全集Jでは「制度jという単一の用語に訳

されているのが事実である。

それ故、第l節では、臼本語版「制度Jが、ロシア語版、更にはドイツ語版で、どのような舟語

として使用されているのか、の概括的な整理廷する。 ζの作業は、いまだ未分化な概念としての「制

度J概念の内容構造を明らかにする場合、ある程度、有効な作業に位置づくのではないかと考えられ

る。(なお、 ζれはまったく時間の制約からではあるが、『全集』では13巻までの範留で比較検討を試

みた。文中①②…は、『全集jの巻数を示し、下線は、その後の( )内の僚文およびドイツ語文の

当該箇所ぞ示した。)

(J) ロシア語版でlIOplI瓦OKを使用している場合

a Ordnung (ドイツ語版〉に訳出の場合

(イ) rとζろが、農民の零落は乙の市場を破壊しており、いまにも市場をまったくとざして資本
主義制度の組織化(OpraHHS邑~HH KalIHTa~HCTH~eCKHX lIOp叫 OKOB，Herstellung der 

kapitalistischen Ordnung )を不可能にしようとしている oJ (①73ページ)

(ロ r彼(マルクス)にとってはなによりも震要なのは、諸現象の変化、それの発展の法刻、す
なわち一つの形態から他の形態への、関連の一つの制度から他の制度への(HSOAHOrO lIOp時幽

貰畠 06ll¥eCTBeHHhlX OTHOllleHH葺 B瓦予yrOl!， aus einer Ordnung des Zusallllllenhangs 

in eine andere) 移行の法員IJである。J(① 162ページ、なお、文中の f関連の一つの制度J

のロシア語版は、「社会的諸関係、の一つの秩序(ないし制度りである ζとに注意〉

-10-



f教湾制度J概念の構成iζ当つての試論

付 f工場は、……すべての労働者を拘束する工場自身の『規員i段、工場自身の『制度Jl (CBOll 

{rrop聞耳目)， Betriebsordnung)をもうける。J(@87ページ)

同 「見うけると ζろ、 E事案は『農奴俗IJJという表現は法制度にだけ通用できるものであると考

えて、出来の員長品自社会制度以perrOCT加盟 06邸 CTBeHHIiI直 rrop叫 OR，die alte， auf 

Leibeigenschaft beruhende Gesellschaftsordnung)という表現をしりぞけているようであ

る。J(⑥42ページ)

(ホ:) r……そして、 や、臼雇や貧困化した無産農民の大多数が、都市の兄弟たちに合流する

ときには、 ドイツの労働者は勝利をおさめて、勤労者の貧困や抑圧のない制度を打ちたてる

(yCTPOIIT TaR葺errOplI瓦RlI， eine Ordnung errichten)であろう。J(⑥379ページ)

十サ r r全人民的憲法制定議会jとはなにか?……それは、第二に、人民専艇を保障する国家制
度 J(roCYAapCTBeHHIiI畳間伊江O茸， StaatsoI古lUng)を『制定する』実力と権力を実際にもって

よZような議会である。J(⑧521ページ)
b System (ドイツ語版)に訳出の場合

(イ) rロシアの現存社会・政治制度 06meCTBeH開設班日OJIlITlI'IeCKlI誼 IIOpIIAOK， soziale und 
politische System)に反対するい勺さいの反政府的および革命的運動をJ支持する。(⑦

245ページ)

c Zustande (ドイツ語版)に訳出の場合

(イ) rζんにちの註金型度(06meCTBeHHIilerropIIAKOB， gesellschaftliche Zustande)のもとで
の人民の大多数の貧困がなにからおζ っているのかをはっきり理解しなければならない。J(⑥ 

380ページ)

(ロ) r人民の貧困号をおわらせるた Y一つの手段は、国家全体の現在の制度 (TerrepemHlIe

rroplIAKlI， die jetzigen Zusばnde)そ下から上まで変更し、社会主義制度 (rroplI月間 CO-

rrllaJIlICT盟'IeCKlIe， eine sozialistische OrdnungJを打ちたてる ζ とである。J(⑥382ペー

ジ)

付 「彼(ボグダーノフ)は、経済発展の特定の時期を特徴づけるにあたって、通常『叙述Jのな

かで些金鎚~ (rrOJIlITlI'IeCKlIe rro予IIAKlI， politische ZustandeJや、家族関係や、社会思想

の基本的な梅流の特徴ぞ所与の経済体制 (3ROHOMlI'IeC耳班踊 CTpO誼， Wirtschaftsordnun耳)の根

本的特徴と関連させて紙説している。J(④43ページ)

d Verhaltnisse (ドイツ語版)に訳出の場合

付) r彼(ミハイロスフスキー)は、そ ζに現代の制度 (COBpeMeHHIile IIOplI瓦RlI， moderne 
Verhaltnisse)法律的のも、政治的のも、家族的のも、宗教的のも、哲学的のも (- 11 

路pll広盟喧eCR張e，11 rrOJIlITlI'IeCR監e11 ceMe誼HIile，11 peJIlIrll08HIile， 11φlIJIOCOφCKlIeートーの

説明が唯物論的l乙与えられている ζとに気つeかなかったし、……J(① 136ページ)

(ll) ロシア語版で y可pelR河eHlIeを使用している場合(ドイツ語飯では、このほとんどが Einrichtung

に訳出)

付) rそれと同時に、乙れらいっさいの諸制度 (Bce3TlI y'IpelRAeHltH， diese Einrichtungen-
『中世的・半農奴制的諸制度Jlr絶対主義、身分制、官僚街l却などをさす。筆者註)との鶴争が必要
なのは、プJレジョアジーに対する闘争を容易にする手段にすぎない ζ と……J(CD307ページ)

11 
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(ロ) r r農奴制度j ({KperrOCTHOe rrpaBO)直訳すれば農奴法 Leibeigenschaft )は、もちろん法
制度 (y'IpelK瓦eHHe IOpH瓜聾哩eCKoe，juristische Einrichtung)であった。しかし、それはま

た地主(および農民)経済の特別の制度 (CHCTeMa， System) Iζ照応していたのであって、『法j

によって器定されていない幾多の生汚関係のうちにも現われていたのである。JC@42ページ)

十す f家父長制的なオプローモア的農村の改造を阻止している諸制度 (y可pelKAeHHlI， Einrichturγ 

gen)の廃止を条件としてのみ………小所有の擁護者となるoJ(@144ぺージ)

(ニ) rζれらのけっ乙うな制度 (MHJILle y司pe施tAeHHlI， nette Einrichtungen-監獄、警察などを
さず一筆者註)に対する広範で臼白な闘争のために、それ(ブルジョワ共和制)を是認するので

ある。J(⑧296ページ)

{盟} ロシア語版でCTp刊を使用している場合

a Ordnung (ドイツ語版)に訳出の場合

(イ) rζの目的のためには、彼(マルクス)にとっては、現在の制度 (HaCTOlII捌蹟 CTpO盟 gト
genw証rtige Ordnung)の必然性と罰特に、 ζの制度 (rrpe兵制町II(H躍 CTpO量)から不可避的に移

行していかねばならないいま一つの制度以pyro躍 CTpO貰， eine andere Ordnung)の必然性

を立証すればそれで全く十分であって……J(①162・3ページ)

(ロ) rマルクスは、そζで<fコeータ綱領批半叫 日生全型産を生産関係の組織によって説明

し(o6II(eCTBeHHLI盟 CTpOH，GeselIschaftsordnung)……J C①477ページ)

付 「ζ れらの人民騒が広くなればなるほど、 ζ れらの隠のあいだには政治制度と社会制度 (rro・

耳HTH'IeCKH H 06II(eCTBe日諸国語 CTpO揖， politische und soziale Ordnung)の完全な民主

化を、一世にあらゆるブルジョア支配の非常に重要な支柱(君主制・常総軍・ g僚制)を破壊

する恐れのあるほど完全な民主化を、要求する。J(⑦537ぺ…ジ)

(斗 r1875年には、マルクスはドイツの非民主的制度 (He月eMOKpaTH'IeCKH躍 CTpO躍 undemok-

ratische Staatsordnung)= r議会主義的形式でかざられた絶対主義』を指摘した。J(⑧472 
ページ)

(ホ) rもし、マルクスとエンゲソレスが民主主義制度 (瓜eMOKpaTH'IeCKHs CTpO誼 demokrati-
sche Ordnung)の比較的長期にわたる支配が避けられないことを理解していたとすれば、共和

制をかため、絶対主義のあらゆる痕跡を完全に一掃し、社会主義のための闘争舞台を完全にき

よめるという目的のために、プロレタリアートと農民の民主主義的独裁にそれだけ多くの意義

を与えたことであろう。J(⑧473ページ)

(べ 「政治制i度 (rrOJI直TH'IeCKH蹟 CTpO誼， politische Ordnung)の民主主義的改革と、社会出経済

上の改革が、それ自体として資本主義をほりくずし、プノレジョアジーの支配をほりくずすこと

を意味しないばかりでなく、逆に資本主義の急速な発展………JC⑨'36ページ)

b GeselIschaft (ドイツ語版)に訳出の場合

(イ) r彼(マルクス)は、 f党室富jのなかで新しい制度 (HO召E品 CTpOs，neue G世sellschaft)
をめざす運動を労働運動から(したがって改良のための闘争から)切りはなしではならないと

述べ………J(①474ページ〉

c なお、ロシア語版での CT予O誼は、日本語版で f制度JIζ訳される以外iζ、「体制jと訳される場

合がみられる。

つ
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(イ) 前述のく Iの cのハ〉の文章中の「所与の経済生盟J(CTpOH，Ordnun則。吏に、この文章に

つづき「著者(ボグダーノフ)は、ある経済体制 ~ROHOMH.eCRHa CTpO誼， Wirtschaftsord-

nung) がどのようにして社会の特定の階級分裂を生み出したかを明らかにしたあとで、 ζれ

らみ階金がその歴史的時代の政治生活、家族生活、知的生活のなかで、どのようにみずからを

あらわしたかをしめし、……J(④44ページ〉

(ロ) rしかし、労働者は自分たちの利害がこんにちの政治的、社会的体制 (nOJIHTH.eCRH盟副 06・
~eCTBeHHbI誼 CTpoa ， politisches und soziales System)と和解しえないように対立して

いるという意識、すなわち社会民主主義的意識を持っていなかったし、また持っているはずも

なかった。J(③395ページ)

やす f資本主義は、現代社会の f特質』ではなく、その経済体制(ストローイ)、制度(ウクラー

ド)等々である (aRoHoMH.eClCH量 CTpO誼， yRJIa瓦HT. n.， ihre okonomische Struktur， 

ihr okonomische System uswJ J (⑥5ページ)

間} ロシア語版で yCTpoacTBoを使用している場合

a Gesellschaftsordnung (ドイツ語版)に訳出の場合

「それは(マルクスの理論)、近代資本主義の金発震が、どのように大規線生産による小規模生産

の駆逐にむかつてすすんでいるか、社会主義的な社会制度 (CO~H8JI盟CTH.eCKoe yCTpO量CTBO

06~eCTB8 ， eine sozialistische G世sellsclraftsordnung)を可能とし必要とする諸条件をつく

りだしているかを、しめした。J(④224ページ)

b Aufbau der Gesellschaft (ドイツ語版)に訳出の場合

(イ) rおれたちは、新しいもっと良い社会制度(且y可meeyCTpoacTBO 06~eCTB8 ， ein bessere 

Aufbau der Gesellschaftlをかちとりたいと……J(@ 372ページ)

(ロ) rロシアの社会民主主義者は、なによりもまず政治的自由をかちとろうとしている。そして、 ζ
の自由が社会民主主義者に必要なのは、新しい、もっと良い、社会主義的な社会組織 (CO~II-

8JIHCTH.eCKoe yCTpO誼CTBO06~ecTB8 ， sozialistischer Aufbau der Gesellschaft)の

ための闘争lζ ロシアのすべての労働者をひろく公然と団結させるためである。J(⑥373ページ@

乙の箇所は、ロシア語版で yCTpO誼CTBO ドイツ語版で Aufbau der Gesellschaftで(イ)と

同じであるが、 a本語版では「社会主義的社会組織JIζ訳されている)

lV) ロシア語版で CHCTeMaを使用している場合(ドイツ語版では、ほとんどが SystemIζ訳されて

し、る。)

(イ) rしたがって、マルクスによれば、科学の直接の任務は、棄の鴎争の合言葉をあたえるζとであ
る。すなわち、乙の髄争を、生産関係の一定の制度 (onpeAeJIeHH8H，CHCTeM8 npOH8BOACTBe-

HHbIX OTHomeHH聾 Systemvon Produktionsverhaltnissen) の産物として客観的に表示す

る能力を持つ ζと……JCCD 344ページ)

(ロ) r彼(ミハイロアスキー)は、その当時の『労働諸形鼠jを説明し、それらを生産穏係の一定
の制度( 田富eCTH8HCHCTeM8 npOH8BOACTBeHHbIX OTHomeH拙， ドイツ話器上)として、一

定の社会構成体としてしめすことを、けっして目的としてはいない。JCω189ページ)

付 fたY、工場労働者にむかつて、彼ら自身の地位を明らかにし、彼らを抑圧している制度の政

治絞済的構造 (nOJIIITHKO唱茸oHoMH.eCKlla CTpO量 TOaCHCTeMbI， politisch-ekonomische 

Struktur des ihn unterdruckenden Systems)をあきらかiζ し、乙の制度 (aT8cHcTeM8)の

q
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もとでは、階級敵対が必然的、また不可避的である ζとを、あきらかにするだけであるパ(①3η

ページ)

(斗「経済学入門書の任務とはまさに、 ζの科学をまなぶものにたいして、稜々の社会経済制度

(CsCTeMLI 06m;eCTBeHHOrO X03s躍CTBa，Systeme der gessellschaftlichen Wirtschaftl 

(KalK瓦alICsCTeMa， jedes einzelnen Systems) の根本的特徴とについ

ての主主本的な概念をあたえることにある。J(④43ページ)

附 「また、現代の経済生活の個々の側((flと似々の現象を、一定の社会経済制Iit (CsCTeMa， Sys闘

tem) の構成部分として、 ζの制度 (CsCTeMa， System)の根本的特徴の現われとして、しめ

すこともできなし、。J(1④43ページ)

付 「カウツキーは、農業における資本主義の発展の蕊本的な特徴を説明したのちに、この社会経済

宣l亙 (CsCTeMLI06m;eCTBeHHoro X03s躍CTBa，System der gesellschaftlichen Wrtschaft) 
の燈史的、過渡的な性質の論証にうつっている。J(④ 102ページ)

¥VI) ロシア語版で pelKll:Mを使用している場合

a Regime Cドイツ語版)tζ訳出の湯合

(イ) r乙のような笠査担度 (CsCTeMLIX03s抗CTBa， System der Wrtschaft一賦役経済をさす一

筆者註)の条件は、地主にたいする農民の人格的隷属である。もし地主が農民の人絡にたいして

直接的な権力をもっていないとしたら、地主は、土地を分与されて臼日経営を行っている人間在、

地主自身のために働かせる ζとができないであろう。だから、?ルクスがこの経済制度 (X03 -

lIll:cTBeHHLI量抑制問， Wirtschaftsregime)を特徴づけていっているように、『経済外的強制』が

必要なのである。J(③ 181ページ)

(ロ) rわれわれがみたように、雇役経済制度 (cTpa6oTO可HalICsCTeMa X03s聾CTBa直訳すると「経

済の履役的なシステムJ一筆者註)、およびそれと不可分にむすびついている家父長制的な農民

経済は、その本質上、!日償保守的な技術と古くからの生産様式の保存とに基礎をおいている。乙

の経済制度 (X03s誼CTBeHHpelKsM)の内部構造のなかには、技術の改変にたいするなんらの刺激

もなく………JC⑨223ページ)

十す 「資本主義の否定的な暗黒的な側面を完全に承認する ζと、および ζの経済制度 (SKOHOMs1J:eC-

耳目盟 pelKsM，okonomische Regime)の歴史的に経過的な性格を暴露する…..J C@63D 

(ニJr資本主義のおかげで達成された労働の社会化のもとでは、事情はまったく異る。………すなわ
ち、 ζこでは、すでに各人はすべての人のために、そして、すべての人は各人のために働いてい

る。…… (予elKsM，Regime)の性格はまったく一変する。J(① 174ページ)

b System， Ordnung Cドイツ語版)に訳出の場合

「不十分な消費は、様々さまざまの経済制度 (pelKsMぉ， Wirtschaftsordnung)のもとで存在し

ていたが、恐慌はた Y一つの制度 (pe獄躍M， System)ー資本主義制度 (問問TaJIsCTs1J:eC耳目貫

pe即日ム kapitalistisches System)だけの特殊な標識をなすという乙とをしめした。J(② 150ぺ

ジ)

間} ロシア語版で yKJIa瓦が使用されている場合

a Formation (ドイツ語版)に訳出の場合

(イ) r経済学とは、社会的生産の歴史的に発展する諸制度 (YKJIa.n;， Formation der gesellschaf-
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tlichen Produktion)についての科学である。J(④42ページ)

(ロ) rそして、人類の全社会生活の特妹な制度 (yKJlB)l; BCe蹟 o6~eCT到eHHo ll: ，祝日3HH司eJlOBeKB，

einer besonderen Formation des gesamten gesellschaftlichen Leb巴ns des 

Menschen)の基礎としての特殊な社会経済制度(oco6L1菰 yK Jl aえ o6~eCTBeHHoro X03H詰CTBa，
besondere Formation der gesellschaftlichen Wirtschaft)に対する広汎な脈絡のある理

知的な見解をもっ ζ とを可能とするのである。J(④42ページ)

b System (ドイツ語版)Iζ訳出の場合

「資本主義は、現代社会の F特質』ではなく、その経済体制(ストローイ)、制度(ウクラード、

okonomisches System)等々で左る。 J(⑥5ページ)

c なお、 aでみたようにロシア語版 yKJla瓦は、 ドイツ語版で Formation，ζ訳されている場合
が多いといえるが、日本語版で「社会構成体J という湯合は、ロシア語版では φopMa~HHが使わ

れている。たとえば

「さまざまの国の制度 (rropH瓦KH，Zustande)を社会構成体 (o6~eCTBeHHBHφOpMB~盟H ，

Gesellschafts formation)という一つの基本概念に縦指する ζ とが、一挙lζ 可能になった。J

(① 123ページ)それ故、レーニンは yKJla瓦と φOpMB耳目躍を区別している。

(噛以上のように、日本語版で「制度jと訳されている用語を、ロシア語版原文でみると、そ ζ に

はほぼ?とおりの用語が使われている。そして更に、 ζれらロシア語版のそれぞれの用語のドイ

ツ語訳をみると、一関複雑な使用法が抽出される。

とりあえず乙 ζでは、以上みてきた用語の対応関係を務理して表示しておく。

ロシア諮綴 f岩波ロシア諮辞典』 ドイツ語版 日本語版

干刻字， 規則 Ordnung， System 
制度nopn耳OK

制度 Zust益nde， Verh註Itnisse

設立，制度 Einrichtung 
制度y'lpem)¥e即時

公共施設，機関 Institution 

組織，機梼 Gesellschaftsordnung 制度
yCTponcTBo 

体議IJ，設立 Aufbau (der Gesellschaftl (組織，機構)

Ordnung 
制度

機構，構成 Gesell schaft 
CTpon 

政体，告IJ度 Ordnung， System 

Struktur 
(f本語1])

体系，体策IJ
System 制度CHCTeMB 

制度

pem証M 政体，制度
Regime， System 

制度
Ordnung 

組織，制度
Formation， System 制度yKJIB且

機構
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く註主〉

1) ζ の対照表は、大月版r全集』で f昔話度Jと訳出されたものを、原文(ロシア語絞)参照のよ、整潔し
たものo それ故「ロシア語Jの冬用語がすべて「臼本語j紋で「制度Jとのみ訳されているわけではない。
2) rドイツ語版Jの各府議は、 f口シア語版jの当該用語の訳出されたもの。
3) r臼本語版」の(内は、当該ロシア語絞の用誌が必ずしも「制度J訳で統一されていない為、必
要な綴りで付記したもの。

4) W岩波ロシア語辞典』による訳語の繍は、参考までiζつけた。

第二節 大月版 fレーニン全集Jの「制度」概念の吟味
第一節で分類化したと ζ ろの、 f制度J(日本語版での)紙念のロシア語版におけるそれぞれのケ

ースについての検討を、本節では試みる ζ ととする。 ζの試みは、さきに指摘したように、日本語で

いう「制度j概念が、どのような諸概念により織成されているのかを吟味する場合、ある程度の示唆

を与えてくれる。

(1) r制度Jと社会的諸関係概念
第一節でかかげたそれぞれのケースをみる場合、まず指摘できる点は、レーニンが、制度を問題

にする場合、制度を社会諸関係概念と不可分に関連しあう磁念として位置づけている点である(もっ

ともかかる把握は、社会概念を「人々のとり結ぶ社会的諮関係の総体J(偲口『政治の科学:JI21ペーの

としておさえる史的唯物論の命題からいって当然であるといえるが)。前掲引用文との関連でいえば

1 • a ・(ロ)、 v.(イ)および(ロ)などは、 ζの点にかかわる叙述といえる。
レーニンが社会を問題とする場合、それは、社会の「諸現象の変化Jの解明の鼎題としてであ

り、社会諸境象の変化における「形態j転化の問題であり、「関連の一つの制度から他の制度への移

行の法見IJJ( 1・a • (ロ))の解明の問題としてである。

とζfろで、さきの引用箇所でも指摘したが、 ζの f関連の一つの制度Jの原文は、「社会的諸関

係の一つの秩序J (0月夜O蹟 nopa瓦OK06w;ecTBeHH起草 OT寂omeHs踊)となっており、また、その後に続

く叙述においても「マルクスがつとめるのは、た Y一つ、社会関係の一定の制度(瓦aHH日e nopa瓦KH

06w;eCTBeHHhlX OTHomeHH語)の必然性を精密な科今的研究によって立証し……jとなっているので

あり、日本話飯の「関連の一つの制度Jr社会関係の一定の制度」は、ロシア語版では尚一用語が使
用されている(なお、乙の文章は、レーニンの記述によるものではなく、『資本論』第2版「後記jで

マルクスが引用転記していると ζろのイ・イ・カウフマンの『ヴ工ストニク・エヴロープイ』誌所Jj又

の論文中の文章であり、マルクスおよびレーニンの高く評価すると ζ ろのものである)。

いずれにしても、 ζ 乙で筆者が注目するのは、社会諸現象の変化・発展の法則の解明が、レーニ

ンにあって、 f社会的諸関係の一定の秩序(ないし制度)の必然性jの解明、および、 ζの秩序(制

度)の「他の秩序(制度)への移行の法郎jの解明の問題として、把握されている点である。

もちろん、「制度J概念は f社会的諸関係J蹴念とイコーJレではないが、 f制度j戚念を、「社会

的関係の一定の秩序 (nopa瓦OK)Jという規定を含むものとして把握されている点は重要であると考え

る。大月板では、 f社会的関係の制度jという使い方をして、「関係、」と「制度jが区分されて把握さ

れているが、筆者としてはむしろ際文の「社会的諸関係の秩序Jが「制度J概念と結びっくものとし

ておさえたい。大月版では、原文iζ単に nopa瓦OK とでている場合でも f制度jと訳しており、また

nOpa)l;OK には「秩序Jのほかに「制度」としての意もあるが、より厳密にいえば、 日opa瓦OK が

「制度jと訳される場合は、「社会的諸関係、の秩序」という規定が媒介されて、「制度j磁念が犠成さ

P
0
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れている、と解すべきであろう。

他方、大月版『全集』の加の箇所で、「生産関係の一定の制度 (CHCTeMa)J (V・(イ}、{ロ))という

言い方がされている。 ζの叙述中の「制度jは、 i原文では、「生産関係の一定の体系Jであり、上述の

noplI瓦OR とは別の用語 (C盟CTeMa)ぞ使用している。通常、「生産関係の一定の体系Jは「経済制度J

を意味するが、その場合単に「品桑Jが「制度Jを;意味するのではなく、 rc生産)員長占企桑Jが
f制度Jを意味するのである。原文の onpe瓦e~eHHalI CHCTeMa npOH8BO瓦CTBeHHLlX OT蕊omeH盟賞

(ドイツ語級では、 System von Produktionsverhaltniss加 を大月版のように「生産関係の

一定の制度Jと訳すか、それとも「生産関係の一定の体系jと訳すかは、「制度J概念を吟味する視

点からすると、より慎重であるべきで、筆者としては、「生産関係の一定のよ主主jが「経済合金 Jを

構成すると考えるが放に、 ζの文章の場合は後者として訳出ざるべきであると考える。そしてその上

で、「関係の一定の体系jが「制度」概念を構成する、とみるべきではないであろうか。

「制度Jぞ「諸関係、jの CHCT師団(体系)とみるレーニンの視点については後述するとして、V

の(イ)では、「闘争jを F生産関係の一定の制度 (CHCTeMa)の産物jとして表示する乙とが「科学の直

接の任務jであるとされ、 Vの(ロ)では、一定の絞史的時点での「労働諸形態」を「生産関係の一定の

制度 (CHCTeMa)Jとして「しめす乙とJがとかれている。 ζれらの指摘は、関争形態や労働諸形態を制

度形態との関連で把援する、という重要な示唆を制度論に投げかけているといえるが、それは別iζ論

ずるとして、以上のレーニンの視角には、 f制度J紙念を問題とする場合、 f生産関係の一定の体系J

として「経済制度jを、「社会的諸関係、の一定の体系jとして f社会制度Jをおさえる視角が含まれ

ている、といえる。

乙の際、レーニンの次の指摘があわせ考慮される必要があろう。

「草案(プレハーノフの第二次党綱領草案をさす)では、 F資本主義的生産関係iという用語が一貫

して用いられていない。ときおり、それは、 『資本主義的生産様式Jという用語でおきかえられてい

る。私の考えでは、繍僚を理解する上での困難をすくなくするために、一つの用語を、すなわち後者

を一貫して用いるべきだと思う。というのは、前者はより理論的なものであって、 (諸関係の) r体
系』等々の言葉を補わない限り、なにか完結した全一的なものを含まないからである。 Jr全集』
⑥29ぺージ「プレハーノフの第二次綱領事案lζ対する意見J) 

ここでは、 f生産関係Jという用語は、「より建論的なものJであり、「生産綴式jのように「完結

した金一的なもの」を示す場合には rc諸関係)の体系等々Jの言葉を補うべきだ、と指摘されている。
「制度J械念を問題にする場合も同じことがいえるのではないか。「制度j磁念を社会議関係概念との

関連で問題にするにしても、それは rc諸関係の)体系」として f制皮l紙念をおさえる必要があると
思われるのである。

たとえば、最近の林夜道の論文「史的居住物論と『生態様式jの問題J( r季刊 科学と思想tjNn 13 
新臼本出版社)は、乙の点に関し参考となる。彼は、「資本論」の中で単に労働過程的様式としてでは

なく、生産関係を含み、それにウエイトをおいて使用されている「生産様式」械念は、フランス語版

では、 f資本主義的経済芸序Jr資本主義語!援jf資本主義的支百俸制J等として、またにつの生産様
式jが「ニつの社会秩序」として、マルクス自身により訳されている、と指摘する(同 142ページ)。

ζの林の指摘と、さきのレーニンの「第二次草案批判Jの叙述を比較検討するとき、 rC諸関係の)
オルドルシステム レジーム

『体系JJとしていいあらわされる f生産様式Jが、「経済秩序H制度Jr支配体制jとしてもいいあら
わされている、という ζ とがわかり、 ζの ζ とからも「制度J概念が、「社会的諸関係の一定の体系j
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として把握される、といいうるのではないか。

林は、閉じ論文の加の箆所で、「乙 ζの『生産様式Jが、社会の経済制度を、生産隠係を意味する

ζ とはまったく明白である。 ζれはまた『制度をつくりだすものは生産諸関係、であるj(f資本論1大
月喜子j苫 普及版@995ページ)という考えと合致しているJ(同 140ページ)とのべている。 ζの林の

指議からも、「生産関係の一定の体系jが「経済制度jを意味することが明白であり、より抽象化す

れば、「制度J磁念は「社会諸関係の一定の体系Jとして規定されうる、といえるo

JIIoa ・(ロ)では、いま引用した「制度をつくり出すものは生産諸関係である jという叙述がま Y

関内容の規定がみられる。そこでは、「社会制度J(06m;ecTBeHHH葺 CTpO誼)安 f生産関係、の組織jで

説明する、と記されている。乙 ζ には、「社会制度J(ζ の「社会制度jは、後述するが社会の経済

的・政治的・社会的制度の全体をざすものといえる)の形態・内容・特質ーなどが、基本的には「生産

関係の組織」により説明される、という視角がある、といえる。そして、問時lζ、多少飛躍するが、

「斜度J概念の実体的内容は、 f秩序化された社会諸関係の一定の組織Jとして把握されうる、という

鋭角もある、とみてよいと考えるo

以上、「制度J紙念と社会諸関係概念との関連をみてきたが、一定の要約が可能であると思われる。

f制度」概念は、同士会議関係、の一定の秩序Jr社会諸関係の一定の体系」として把握され、より実体的

には「社会諸関係、の組織Jとしておさえられる。つまり、「制度j紙念をより本質的に規定すると、そ

れは「秩序化された社会諸関係の一定の体系jとしておさえられるのであり、実体的には「秩序化さ

れた社会諸関係の組織jとしておさえられる、と考zえる。

ζζ では、一応、以上のように要約する ζ ととし、次iζ、以上の規定で使用してきた「秩序j紙

念について検討する。

(2) r制度jと f秩序j概念
大月版 fレーニン全集』で使用されている「制度」は、その多くがロシア語版では rrOpH，L¥O封(秩

序)であることにまず留意したい。

(1)で検討した「社会的諸関係の一定の制度ム更には、 10 a 0 (イ)の「資本主義制度の組織化ム

1・a・体)の f貧図や抑圧のない制度を打ちたてるJなどで使用されている「制度」は、みな「秩序j

(rropH，L¥OK)である。そして、 ζれらの使用事例をみるとき、「秩序J級念は、一万で抽象的統念とし

ての f社会的関係j磁念と結合し、他方では「秩序の組織化Jr秩序をうちたてるjなど、いし、かえれ
ば社会的に編成3れた秩序(r組織化Jされた、ないし F打ち立てられたj秩序としての社会制度)
といった具体的な f制度j概念とを、結びつける媒介紙念として位農づいているのではなかろうか。

つまり、拍象的な社会的諸関係と、呉体的な社会的制度と与を結びつける媒介概念として、 「秩序J概

念が位鐙づいているといえる。さきにみた、 a日富久治の「社会関係jの「制度化jしたものが「制
度Jとなる、という場合、乙の「制度化Jとは「秩序化Jを意味するものとして環解しうるのではな

いか、と考える。

それでは、「秩序J，s変念をどのように把握したらよいか。

まず、 1"a ・けをみるとき、そこでは、社会の絞済構造の基本的秩序である「工場自身の秩序j

(CBOH {POpH，L¥KH}大月版では「工場自身の制度jと訳出)についてふれられている。レーニンは、

ζの文家の前で、

fすべての工場部門で、すべての資本家によってもちいられ、ロシアの労働往箆の全大衆をくるし

18-



「教得制度」概念の高等成iζ'!Jつての試議

めている搾取方法の全体が、 ζ 乙工場で一つにあつめられ、強められ、日常的な規則にかえられ、

労働者の労働や生活のすべての偏におしおよlまされ、資本家による労働者の管血の絞りとりの一体

制・一体系ともいうべきものをつくり出しているjとのべているつ

ζの文立は、制度(乙の文中の「一体制・一体系jとしての制度)形成の発出論的叙述として注

目されるが、 ζζでの「搾取方法の全体Ji立、とりもなおさず、資本主義的秩序の中核であり、資本・

賃労働関係、であり、生産過程の側面からいえば労働力の消費過程での資本家と労働者の技術的・組織

的支配・服従関係であるといえる。藤郎勇の「ζの生産過程(労働過程)における資本家と労働者と

の健係、は、もはや対立しあう利益主体たる対等の人絡者間の法的関係ではなく、資本家の指揮命令に

労働が服従する支配ロ従属関係であり、乙の生産の場における際級支配こそ、全社会的規模での階級

支配の細胞であるJ(総出「法と経済の一般理論 j岩波 f現代法7J現収10ぺージ)という文

みられるところの「支配口服従関係jとしての、資本家と労働者の社会関係、乙そ、さきのレーニ

ンの511'詩文中の「搾取方法jの中核であり、資本主義社会における基本的秩序である。

そして、 ζのように規制された社会関係として形成されるところの「秩序」が、まさに「工場自

身の秩序JnOpH瓦OKとなり、「日常的規則Jにかえられ、全社会的に「体系J化され、特定の役会制度

(ζζ では経済制度〕を形成するといえる (ζの「工場自身の秩序Jが、どう法的に編成され、法体系

として形成されるかについては、藤田の間論文を参照)。

以上の点と関連し、最近訳された、ソ連科学アカデミ一 国家・法研究所編『マルクス・レーニ

ン主義 国家・法の一般理論 下JC日本評論社1973)が参考となる。局審では「秩序Jr法秩序jな

どの概念についての吟味がかなり展開されている(r第14宗 法秩序と法関係J参照)。

「おのおのの生産様式は、窮極的には、『現存状態の基礎……の不断の再生産』、あるいは、加のい

い方をすれば‘『日々にくりかえされる生産物の生謀、分配および交換の行為jを反映する社会諸

関係の規制と秩序づけを要求する o ζ のζ とは、一般的iζ認められた、あるいは一般的な拘束力を

もっ人々の行為諸規郎の順守が社会秩序を現在せしめるのである。JC 199ページ)

ζの叙述からして、 ζζ では、「秩序Jを「社会諸関係の規制と秩序づけjとして、いいかえれば、

f規制された社会諸島係j として、また「一般的な拘束力ぞもつ人々の行為諸規剣jとして位霞づけ

られている。つまり、 f制度Jの基底をなす f秩序」概念が、人間相互の単なる諸関係としてではなく、

「規制3れた社会諸関係Jとして規定されており、秩序と社会的諸関係は乙のような意味で結合され

るo

同蓄においては、 ζのほかにも、「国家における諸民係の秩序JC 210ページ入 「諸関係の資本

主義的秩序J(201ページ)、「諸関係の支配的な秩序J(202ページ入「形成される諸関係、の秩序JC209

ページ)などの用語が意識的に使用されている。これらの「秩序 jが、く規制された一定の社会諸

関係〉として把握されることが理解できる。

とζろで、以上みてきた f秩序」は、主要には、生産主諸関係、における秩序であった。レーニンに

おいて「秩序J1d:念が、それのみに限定されていない ζ とは、いうまでもないo

I . a ・付)で明らかなように、レーニンは、「現代の秩序j ~oBpeMeHHhle nopH瓜聞 大月版では

「現代の制度Jと訳出)を、 f法律的・政治的・家族的・宗教的・哲学的Jの諸側面における「秩序j

としておさえている。 ζの指摘が、社会構成の上部構造におけるイデオロギー的社会関係を前提とし

ている ζとは明らかである。それ故に、乙の箆所のドイツ語訳は、 Ordnung を用いないで Verha-

ltnisseを用いている。しかし、厳密にいえば Ordnungは、 Verh証ltnisse の内「拘束力をもって

nv 
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規制された社会関係Jをさす故に、原文の 110pll瓜OR を Verhaltnisse ，ζ訳するととはまずい。

大月版で、「国家制度J(roCYAapCTBeHH泊費目Opll瓦OR・J.a .("'-ll、「社会・政治制度'J(06m.eCTBeHHhI量

H 110HHTHQeCRHs 110pll瓦OR 1. b • (イ))、「社会制度J(間前、 I・C ・(イ))、「国家全体の境在の制

度JCI・c • (0))、「政治制度JCI・C ・付)と訳されている場合は、原文においては110p叫 ORとな

っているのであり、それ故、 ζれらの「制度j用語は、「国家的・社会的に秩序づけられた社会諸関

係J，ζ重点をおいて理解すべきものと考えるo つまり、 ζζでの f国家制度Jr政治制度J，立、国民と
国家の相互関係(権利・義務関係)、富家を形成する国家諸機関の相互関係、国民と国民の相友関係に

おける「秩序化された関係、」ぞその主要な内容とする照語であり、 F社会制度J(sozial Ordnung) 

は、関家的』ζ何らかの規制宅をされつつも、その制度が内包する社会的諸関係の一定の秩序化が、その

関連機成員の意思、行為を媒介として形成されると ζろの「制度jを意味する、といえる。

以上、乙 ζでは、「制度Jの法底をなす「秩序」磁念の吟味をしてきた。そして、「秩序J紙念

は、種々の社会的諸関係の内、く特定の仕方で規制され、一般的強制力を付与された社会的諸関係>

をさすものとして把援する。それ故、 f制度Jが nOp時 OR ないし Ordnungとして使用されている

場合には、特ーに「秩序化された諸関係、JIと力点をおいた「制度j概念として、おさえる ζととする。

(3) r秩序の社会的編成Jとしての f制度J一一 yQpelR月eHHe の検討
f制度」概念の本震規定を、以上(1)・(2)で検討してきたように「秩序化された社会的諸関係のー

の体系jとしておさえ、「制度」械念の基底に「秩序j概念をおくとしても、その「秩序jを形成

し、実現すると ζろの、「秩序の社会的編成jとでもいうべき領域の問題があるけ1)でみた「諾関係の

秩序Jは、それ自体、「秩序づけられた諸島母係jとして現実化しなければならない。

1 • a ・(イ)の「資本主義的秩序の組織化J(opraHli8aU;Hll Ral1班TaHHCTHQeCRHX 110p叫 ROB，

Herstellung der kapitalistischen Ordnung)、1・a • (ホ)の f秩序安打ちたてるJ(yCTpOHTb TaR-陶

班e110pll瓦KH，eine Ordnung errichtenなお、乙の yCTpOsTb の名詞形 yCTpO躍CTBOには、「制度j

の意、あり。それ故 yCTpOHTb された 110pll瓜ORとして、制度 yCTpO誼CTBO)をみる乙ともできる)

などは、乙の f秩序の社会的編成Jにかかわる指摘といえる。

ζれら、「秩序の組織化Jr秩序のtJちたて(設立)Jには、それに必要な諸契機が必要であること

は、いうまでもない。法秩序の場合は、法を形成する関家機関(その前提としての社会的・階級的諮

集聞の組織・機構など)、法を1扇舟し現実の法関係、を形成し、承認するところの鵠家の執行機関(政

府、および地方行政機関)・司法機関等々である。そして、 ζれら諸契機も、それ自体社会制度 UL

義の)を構成する実体的要閣をなす。前述したと ζろの‘ロシア語版の yQpelR瓦eH祖e，yCTpOsCT耳0，

CTpO躍など (その多くが臼本語版で「制度Jと訳出入 ドイツ諮版での Einrichtung，Institution， 

Maschinerie Regimeなどは、乙の領域与を抽出する概念として把握されてよい。

そζで、次iζζれら諸磁念の検討に入る。

まず最初に、「制度j 口 y可pe泌氏eHHeの検討よりはじめる。

乙の用語は、そのほとんどがドイツ語版ではEinrichtungが使用されており(後期の論文 f国家

と革命Jのドイツ語訳では Institutionにも訳出されている) その用語法からいって、社会制度の

全体系の中の部分的・俄jjlJ的制度をさすか(乙の場合、その時代において必ずしも支配的ではない前

時代の制度的遺物も含めて入国家機構を構成する個別諸機関をさすものとして使用されている。

つぎにその使用事例の検討に入る。 Eの(イjの「諸制度Jは、 19C末の資本主義が支配的となって

20-



f教育制度J概念の務成に当つての試論

きているロシア社会の中で、人格的・身分的隷属関係をその主婆な特徴とする「中位的・半農奴制的

諸制度 (Iy司pemAeHlm)Jが依然として残存し、それが専制の強化の基盤となり、史iζは資本主義的抑

圧のより強力な基毅となって、それなりに当時の政治的・経済的・社会的支配の Systemにくみ ζ

まれていると ζろの絶対主義的な倍加制度をさしている場合である。

Eの加)の f法制度 (y'lpel時 eHHe IOpH間四CKoe)Jも、矢張り個別制度といえるが、 ζ 乙では特

に、法 (npaBO)と法制度、更には制度との違いがよみとれる。その際、農奴法についての次のレーニ

ンの指摘とあわせ検討する必要がある。「スカールジンは、農奴制度以penOCTHoen抑制一農奴法)

と、経済的・社会的・法律的分野における ζの鰯重(上記「農奴法Jをさす)の所産のずべそに対す

る熱烈な敵意によって鼓舞されたJ( r全集j@502ぺージ)。
ζの文章と、百・(ロ)の文章を比較するとき、農奴法 (npaBO)を法制度(y司pe持tAeHHe)としてみる場

合、レーニンは単に「法律的分野Jでのみ、 ζ の制度をみるのではなく「経済的・社会的分野Jにお

いてもみているのであり、かっ「法に鏡定されない幾多の生活関係jにあらわれると ζろの事実関係

として、 ζ の「制度jをみている ζとがわかる。つまり、レーニンにあって「制度J (y司pem瓦eHHe)

は、全体に対して部分をなす個別制度を意味するのであるが、同時に、かかる個別制度は単なる法制

度円pemAeHHe IOpHAH'IeCKOe)としてのみとらえられているのではなく、経済的・社会的 (sozial

IC)にも競定されたと ζろの「秩序化された社会諸関係の一定の体系Jとして把握されている点に注

侵する必要がある。

他方、 y司pel茸氏eHHe'ま、 Rの件)をみでわかるように、「監獄Jr警察jなどのように、特定の f機
関Jr施設jをあらわず場合にも使隠される。『国家と革命』の中の、「乙の国家機構(roCYAapCT耳e旧日明

all MamllHa) にとってもっとも特徴的な議il!i(y叩 emAeHHIl， Institutionen) が二つある。ー官僚
制度と常備軍である J( r全集J⑧439ページ〉とか、「あらゆるものを抑圧する官僚的=軍事的制度
(6IOpOKpaTH司eCKH-BoeHH泌e y'lpemバeHHIl J (同 449ページ)とか、「議会制度(napJIaMeHTa pH8M) 

を、国家のー制度 (y'lpemAeH班e)J (456ページ)などは、 y司pem丸eHHeとしての f制度jが、国家

の個別機関 ([nstitution)ないし施設をさすものとして使用されている。

以上から、 門戸線耳eHHe!ま、全体iζ対して部分をなすと ζろの、倒JjIHζ関連しあった一定の秩

序イじされた社会的諸関係を意味し、 ζ の社会的諸関係は、偶別の法により規定される場合もあるし、更

には法lζは規定されない幾多の社会関係として具体化されている場合もある。また、 y'lpe泌氏eHHe

は、個別機関、抱設をさす場合もあるが、 ζの場合も、乙れらの機関が対内的・対外的にとりむすぷ

とζろの秩序化された諸関係、に着目しておさえるべきと考える。

(4) r秩序Jの社会的編成としての「制度J 一一 CTpO躍および yCTpO誼CTBOの検討
「秩序の社会的編成Jを問題とする場合、次iζ明らかにする必要のある磁念として、 CTpO誼があ

る。 ζの用語も大丹版『全集lでは、その多くが f制度Jと訳されている。

まず、 m"a ・(イ)を、その前iζ出てくる次の文章との関連で検討する。
fマルクスにとってi重要なのは、諸現象の変化・それの発展の法則、すなわち一つの形態から他

の形態への、関連の一つの制度 (nopIlAOK)から他の制度への移行の法則である。………したがって、

マルクスがつとめるのは、た Y一つ、社会関係の一定の制度 (nopllAO茸)の必然性を精密な科学研究に

よって立証し、そして、彼にとって出発点ならびに支点として役立っている諸事実を、できるだけ非

の打ちどζろのないようκ篠認する乙とである。 ζの目的のためには、彼にとっては、 現在の制度

守
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(CTpO誼)の必然性と開時に、 ζ の~Hi (間)から不可避的iζ移行していかねばならない、いま一つ
の制度〔関)の必然性を立設すれば、それでまったく十分であって……j

ζζでも、大月版 f全集jは訂OplI瓦OK と CTpO躍を区分しないま h、未分化』ζ使用している。

それはともかく、 ζ 乙で注目したいのは、 noplIAOK として使用されている「制度Jと、 CTpO蹟と

して使用されている「制度jとの相互関係についてである。文面上からすると、 f社会関係、の一定の

制度 (no抑兵OK)J と、 f現在の制度 (CTpO語)J とは、両者ともにその「必然性Jの解明が婆求されて

いると ζろから、同義語の苦いかえのように思われる。 ζの場合は、制度 (CTpO誼)は、諸秩序の複合

体ないし構成体の意を含む ζ ととなる。

他方、 noplI瓦OK としての「制度J の必然性の「科学的研究による立証Jという f目的のためj

k、f現在の制度 (CTpoa) Jの必然性の分析・立証が必要である、という文脈上の流れに注閉した

場合には、約者(nop耳瓦OK)がより本蜜的級念として、後者がその実体的概念として使隠されている、

と解する ζとが可能となる。引用文中の前段にある f一つの形態から他の形態への移行の法郎Jと関

連させてよむとき、「現代の制度 (CTpoa)jは、「社会関係、の一定の秩序 (nopfl瓦OK)Jの呉体的形態、な

いし実体的形態として把握されうると考える。筆者としては、 noplI):¥OK としての制度と、 CTpO量とし

ての制度の相違は、本質と実体との関係、として、把擬されると考えたい。

盟・a ・(ロ)の検討に移る。 ζ 乙では、「社会制度 (06~eCTBeHH認白 CTpoa) Jを、「生産関係の組

織jで説明すべきである ζとがのべられている。そして、 ζの「生産関係の組識jの内容については、

その後に続く次の文章との関連でよみとる ζとができる。「政策や分配を引き合いに出す ζとでは、

もはや満足できないほど発展した関係のなかで生活しており、原因がもっと深いと ζろに、すなわち

(珪会的)4:~ゐ誼議そのものの内に、市場の統制jと指導のもとでの偶人的所有の原尉にもとづく社

会経済の機議そのもののうちにある ζとを潔解しはじめている…..J ( r全集』①477ページ、傍点
筆者)。

つまり、社会制度 (CT抑制を説明するに当つての「生産関係の綴織jとは、 ζの51用文中の rc社
会的)生産の組織J(単に生産のみではなく、分配・交換・消費などに関連する組織〉であり、「社会

経済の機構 (yc叩 0読C叩 0)Jそのものである、 tこいえる。いいかえれば、 CTpO誼としての f社会制

度jを、社会経済の「機構Jで説明する、という文脈になるといえる。 ζζから、や』臨式的にいう

と、く主主産関係(およびその秩序)一一生産関係の組織=生産関係の機構(yCTpO鴎G叩 0ト一社会制度

(CTpO曲)>といった全体の関連がよみとれる。つまり CTpO躍は、「組織J および f機構j概念

(YCTPO誼CTBO)を前提としたと ζろの、より包括的概念として把援されている ζとがわかる。

m • a ・(イ)で指摘した乙とと関連していえば、 f社会関係の一定の秩序jの実体的規定としての
「社会制度J(CTpOa)は、その閤』ζ、「機構」磁念を媒介する ζ とにより、より実証的・科学的』ζ説明さ

れうるのであり、別のいい方をすれば、 C'τ叩I

序」と「組織Jr機構j紙念苦安E含むものとして位霞づいていると考えるのである。

とすれば、乙乙で CTpO曲のより立ち入った検討に入る前に、 yCTpO躍CTBOの検討をしておく必要

がある。

第一節のlVで掲げた事例からは、乙の概念 (yCTpO盟CTBO)は、それほど明緩にはならない。た Y

1 • a ・(ホ)の「制度を打ちたてる (yCTpOHTb T8.KHe nOpIIA.KHー秩序を設立する)の文案より、秩

序の形成・実現過寂にかかわる用語として用いられている乙とがわかる。
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「教育制度j概念の構成iζ汚つてのよ式論

それはともかく、 yCTpO誼OTBOが比較的使用されているのは『閤家と革命Jにおいてである。そ

ζでは、(1)r国民の統一は打ちくだかれるのではなく、反対にコンミユーン昔話j度( KOM M yH8.JIbHOe 

yOTpO語CTBO， Kommunalverfassung ) ~ζ よって組織されるはずであった J ( r全集J⑧ 461

ぺージ入 (2)コンミューン制度(間前)は、社会iζ寄食し、その自由な運動を妨げている出家寄生物

が、 ζれまですいとってきたカの全部を、社会の身体Kかえした ζとであろうJ(402ぺ ジ八 (3)rエ

ルフlレト鱗領草案の批判は、マルクス主義の国家学説ぞ研究するさいには見のかすζとができない。な

ぜなら、 ζれは主として、国家制度{rocy瓦8.pC叩 eHHoeyCTponcTBO， Staatsordnunglの諸問題にお

ける社会民主主義者の臼和見主義的見解の批判にあてられたものにほかならないからであるJ( 477 

ぺージλ(4)rζζでエンゲルスは、三つのとくに貴重な指示をあたえている。第ーには、共和制の問

題について、第二には、民族問題と国家制度 (yCTpO誼CTBOrocy~8.pCTB8.， Staatsordnunglとの関連

について、第三には、地方自治制についてJ(478ぺージ入(5)rしかし、他方では、民主主義とは、
市民間の平等の形式的なゑ認を意味し、国家制度(ロシア語は(4)と間じ、ドイツ話版は Staatsverfassungl

の決定と、国家の統治とにたいする全市民の平等な権利の形式的承認を意味するJ(510ページλなど

のように yCTpO直CTBOは使用されており、 ζ れらは、大月飯では、みな f制度jと訳されている。

なお、 yCTpO輩CTBOは、乙れらの訳語のほかに、すでにあげた f社会経済の機構jとかJ社会主

義的な社会組織(COIJ;H8.JIHCTH'IeCROeyCTpO量CTBO06mecT車a)J ( r全集j @ 373ページ)などのよ

うに f機構Jr組織」としても訳されている。
ところで、以上のケースより検討するに、(1)・聞の「コンミユーン制度Jは、 ドイツ語版では、

Kommunalver fassungである(なお、 ζ の場合、 Kommunalverfassung が原文であり、レー

ニンが乙れを ROMMyH8.JIbHOeyCTpO誼CTBO~ζ訳したのである。レーニン『霞家論ノート』大月番庖

版の「凡例j参照)。 ζ の部分のコミューン制度 (yCTpO並CTBO)が、 レーニンによるエンゲルスのコミ

ューン制度 (Verfassung)の訳語である ζ とからして、 yCTpO聾CTBOには Verfassungの意が含まれ

てレーニンにおいて使用されている ζとがわかる。 ζの後者は、通常「憲法Jを意味するが、 ζ 乙で

は妥当しない。むしろ、「憲法Jが合意するところの商家諸機関の編成の基本秩序、ないし一定の基

本秩序で編成された国家諸機関の総体をさすものとして理解すべきと考える。

yCTpO誼CT翠o Iとは、「配霞・諸部分の棺互関係、あるものの構成 (P8.CIIOJIOme罰He，COOTHO-

meHHe可8.CTe札混OHCTpyRIJ;H庄司ero・H)J (C. M. Omer‘OB， CJIOB8.pb pyccRoro Jl8LIR8.， MOCRB8.， 

1973) の意があるので、 yCTpO賞。T亘0 を単なる国家諸機関 (y可pem~eHHHe) の総体としてではなく、一

定の基本的秩序のもとに、相互に関連しあって構成された国家諸機関の総体としての、国家機構とし

て把援されてよい、と考える。じっさい、レーニンの他の論文「三つの憲法または国家組織の三三つの

制度JC r全集j⑧566ページ)は、原文では、"Tp剖茸OHCTHTyIJ;HHHJIH TPH IIOpJl~Ka rOCYA8.pCT酒 h

eHHoro yCTpO葺CTBa"( r三つの憲法または、国家機構の三つの秩序J)となっており、 rl言霊

法jが、 f国家機構の秩序Jと同義に用いられている。つまり、 yCTpO誼CTBOは、憲法が規定

している基本秩序のもとに構成されていると ζ ろの国家機議として、 ζこではとらえられているとい

ってよし、

一応、以上の検討を前提として、 (1)-(5)のそれぞれの使用事例について検討する。 (1)・仰の「コ

ンミューン制度Jは、 f共和制の現実的な (positiv)形態JCマルクス fフランスにおける内副J、国

民文庫80ページ)としての fついに発見された政府形態JC同 85ページ入すなわち「議会ふうの機

関ではなくて、問時に執行し、立法する行動的機関Jをさす。それ故、 ζの「コンミュ}ン制度jは、
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新しい長支援で構成された閤家機構全体をさす。 (3)の「国家制度の諸問題Jとは、 f政府がほとんど全

能で、帝閣議会その他のあらゆる人民代表機関に実権のないドイツ」の、当時のf国家機構の諸問題j

をさし、 (4)の「民族自治と国家制度Jは、多民族国家における連邦制(統一共和制か、連邦共和制か)

という国家機構の編成の基本的形態をさしている。それ故、 (3)・(4)いずれにしても、それは、間家諸

機関の編成における基本的秩序を含むと ζ ろの国家機構会呉体的にはさす(それ故ドイツ語板では

'(Staa tsordnung)ものとして yCTpO量CTBOが使用されている、といえる。聞の「国家制度JI立、ドイ

ツ語版が Staatsverfassungであり、さきのレーニンの論文「三つの憲法または国家組織の三つの

制度jでのべた yCTpO恥 TBOと同意であり、矢躍り実体的には国家機構をさす、といえる。

なお、『菌家と革命jの日本語版では、 rOCYAapCTBeHHaH MamHHa を í~家機構 j と訳し、

rOCYAapCTBeHHoe yc叩 Ot!:CTBOを「闘家制度jと訳しているが、前者は、関家を階級支配の組織・

機関としてみ、 ζの点を強調するときlζ使用され、国家機構の内部構造を抽象する概念としては使用

されていないように思われる。筆者が、 yCTpO直CTBOを f機構」と訳すのは、むしろ国家諸機関の編

成上の基本秩序 (Staatsordnung) IC法医した上で、 ζれが実体化された概念として使用してい

る。

以上、 yCTpo担CTBO(前述したように大月版では、ほとんど「制度」として訳されているのであ

るが)の検討をしてきたが、 ζの用語のドイツ語訳が、 Staatsverfassung， Staatsordnung に

なっている点に注白し、むしろ、具体的には f国家機構Jとしてとらえ、一定の慈本秩序を内包し、

それにより構成された国家諸機関 (ζれは、むしろ y1fpelKAeHHH )の総体としての機構をさすもの

としておさえる ζととした。(なお、 yCTpO貴CT君。が、単に政治的・該律的上部構造iζ関連した概念

としてのみではなく、前述したように f社会経済機構Jとしても使用されている点にも注目したい。

ζの場合の「機犠」は、全国的レベルでの経済的集中を実体化した組織をあらわす概念になると考え

る。)

yCTpOt!:CTBOを、上記のように把握するとして、検討をCTpO置にもどす。

まず、 CTpO読は「制度jと訳されている場合も多いが、そのほかに f体制jと訳されている場合

がある乙とに注闘したい CI証・ C ・{イ)・(ロ)・け)。そ ζでは、「ある経済体制がどのようにして社会の

特定の階級分裂後生み出したかJ、「労働者は自分たちの利害が乙んにちの政治的・社会的体制と和解

しえないように対立しているという意識ム「資本主義は、現在社会の……経済体制……等々である j

のように用いられている。 ドイツ語版では、 F政治的・社会的体制Jが politisches und sozial es 

Systemとして、「経済体制Jが okonomischeStrukturとして使用されており、 CTpO盟が「体系・

体制Jr構造Jを示す概念としておさえられている。
また、前掲の辞書 C. H. OlKerOB， CJIOBap:b pyccKoro H8LIKaをみると、 CT抑誼は「①国家

的・社会的諸機織の体系 (CHCTeMa roCy;n;apcT冨eHHoro， o6m;ec叩 eHHoro yCTpO蹟CTBa)とな

っており、 CTpO置が yCTpo蹟CTBOの f体系J(システム)として使用される、乙とがわかる。 なお、

CTpO置のドイツ語訳としては、 Gesellschaftsordnung， Staatsform， Regime， Struktur， Sy-

stem などがある 侶ielfeldt，RUSSISCH DEUTSCH WORTERBUCH， 1966 参照)。

CTpO躍について、以上のような大まかな把鐘をした上で、第1節であげた乙の用語の使用

例について検討したい。
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まず指檎できる点は、全体を級揺するものとして「社会制度J(06m;eCT耳eHH狙直 CT予O誼 Gese-

llschaftsordnung，班・ a・(ロ))があり、それが更に、 「経済制度J(SKOHOMH哩eCKH躍CTpOll，1・C

(ノサ、斑・ c・何人(ハ以「政治制度J(nOlIHTHlJeCKH薗 CTpOll，m ・a・{ハ人(へ.))f社会制度J(06m;ecTBeHHH量

CTpO貰 sozialeOrdnung， m. a ・いlm 'C・(吋などに分割される。 ζの際、ロシア語版では不明
確であるが、 ドイツ語版では、上述「社会制度」が GessellschaftsordnungとsozialOrdnung ，と

区分されており、筆者も ζれに往回し、前者を CTpO説全体を概括するものとして、後者をその部分

(政治的でも、経済的でもない)を対象とする概念としておさえた。

CTpO買の内部構成号以上の王者でおさえた場合、「経済的Jr政治的Jr社会的jなCTpO監は、出口
の社会構成の構造図(r政治の科学J26ページ)の内、「社会的諸観念形態」を除く、三領域-r社
会の経済的構造Jr関家その他の政治的諸制度Jrその他の社会的諸制度JIC.該当するものとして把
援することができる。

つぎに、 ζれら三者の相互関係についてふれる。「政治制度(noplIA削除、家族関係や、社会思想

の基本的な潮流の特徴を所与の経済企長U(CT抑制の根本的特徴と関連させて概説しているJCI・c• 

村)、「ある経済体制 (CTpO量)が、どのようにして社会の特定の階級分裂安住み出したかを明らかにし

たあとで、これらの階級が、その歴史的時代の政治生活・家族主主活・知的生活のなかで、どのように

みずから安あらわしてきたかをしめし、……J(班・ c• (ロ))の指摘にみられるように、「経済体制」

カ可也の基底iζ位置づき、後二者の実態の説明が前者の「根本的特徴jと関連してなされる、といえる。

そして、 ζの際、生産爵係、生産関係の組織、社会的諸機構等を含むと乙ろの「経済体制Jが、夜接

「政治的・社会的体制J(CTpO躍)を規定するのではなく、それらが内包する諸関係、諸関係の秩序、諸

機隠・組織・機構内部の相互関係に作用し、それを媒分として「政治的・社会的体制UJ(CT抑制を規

定する、という関係になっている ζとに注意したい。

「政治的体命J(CTpO盟) についてはどうか。Il. a ・付の「政治制度jは、国家諸機関・機構を合

意しながらも、それらの閤家機構が有している基本的性格(なかんずく国民との関係での)を表示す

ると乙ろの「君主務lJJという一つの体制を意味して使用されている点に注目する必哩があるし、 m'a' 
同の「非民主的品uliJが、「議会主義的形式でかざられた絶対主義jをさしている ζとから、国家機構
が国民との関係でもつ形態を表示する磁念として使われており、周・a ・体)の「民主主義制度Jが

f共和制Jを指していっている ζ とに注意したい。

なお、乙の最後の f民主主義制度jについて付言すれば、レーニンにあって、「民主主義Jとは、

既述したように、 f国家制度 (yCTpo曲目前)の決定と、器家の統治とに対する全市民の平等な権利の

形式的承認J( r国家と革命J)を意味し、したがって「民主主義制金J(，CTpO白)とは、以上の yc嗣
1I'pO聾CTBa としての「国家機構jの決定と、「患家の統治Jへの市民の権利といった、国家と国民の

相互関供の体系をさすものであり、それ故、単に国家機織よりも、よりひろい概念である.さきに、

CT予0置がyCTpOllCTBOの CHCTeMaである ζ とを指絡したが、 ζの点を f秩序J級念との関係でいえ

ば、 yCTpO輩CTBO (機構)概念は、その内部関係を規制する秩序を中心とした械念であり、 CTpO誼

(体制ないし社会構造)は、乙の yCTpO量CTBOが俄ととり結ぶ諸関係、(なかんずく国民との)の秩序を

中心として形成される概念として、把握されうると考える。 CTpO置のドイツ語訳に Staatsformがあ

るζとは指摘したが、政治的 CTpO量が、君主制・絶対主義・共和制・民主制などとして使用されて

いるとき、 ζのCTpO買は、国家機携と国民との棺瓦関係、の諸秩序の形態の相違を、反映して使用されてい

るといえる。
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m口の F政治の科学』では、「国家Jを、 f狭義の国家J( rある階級の権力を国家機構として編成
したものJ)と f広義の器家J( r政治的社会……、古典的用語では、『政治体.JI (body politic)、
通の用語では、『政治体系.JI (political syst母m))とに区別している。筆者の以上の検討との関連で

いえば、出口の前者が、政治的yCTpO誼CTBOを、後者が政治的 c叩 0誼をさすものといえる。また、

CTpOsの型が、照口の「国家形態JIζ相当する、といえる。

以上、 yCTpO揖CTBOとCTpO置について、レーニンの記述にそいつつ、検討してきた。弱者ともに

「秩序化された社会的関係Jをその本質としつつ、その本質の実体概念として把握されよう。 yCTpOs-

CTBO は、具体的には「機構Jをさす用語としておさえられ、それを構成する諸機環 (y可p6lK;D;6HHlI)

諸組織、諸個人の栢瓦関係を規制する秩序により構成されたと ζろの組織的統念として存在し，CTpO置

は、一定の内部秩序で構成された yCTpO聾CTBOをふくみつつ、それが全社会的に他の諸俗人・組織等

との間でとり結ぶ諸関係の秩序で、構成された体系として存在し、通常「体制jとして把握されると ζ

ろの綴念といえよう。そして、 ζ の再概念が、社会議関係概念と相違する点は、自在述したように「秩

序づけられた社会的諸関係Jとして構成されている点である。そういう意味では、両概念ともに「制

度j級念に包摂されるといえる。また、田口の社会的「実践」概念との関連は、 ζの実践が、 CTpO量

yCT予O葺CTBOを対象とした「民主化J・「変革Jの諸俗人・築屈の実践であり、それは、 CTpO誼

yCTpO圃CTBOの内包する f諸関係の秩序Jを変革し、別の新しい「諸関係の秩序Jを形成せんとする

実践である、という点でかかわる。

(5) r制度J概念と CHCT6滋a
ロシア語版の CHCT6Maが、臼本語版で「昔話度JIζ訳されている事例は、 VIζ掲げた。

δystemは、単に社会科学上の概念としてのみでなく、自然科学上の紙念としても、また Lehr-酌

geb証ude(諸科学の体系)としても使用されるが、抽象的には、「相互に依存しあい、関連しあい、相

互作用しあうと ζろの諸部分の全体J(Gesamtheit Gefuge von Teilen， die voneinander 

abhangig sind， ineinandergrejfen od. zusammenwirken)とか、「自ら完結し、秩序づけられ、編

成された全体Jun sich geschlossenes， geordnetes u. gegliedertes Ganzes)などの意味をもっ。

そして、社会科学上は、Gesellschaftsordnung，Struktur einer Gesellschaftとして、一般に使用

されている (WAHRIG，DEUTSCHES WORTERBUCH， 1971参照)。

それでは、レーニンにおいて C盟CT6Maがどのような枇念として使用されているだろうか。

V ・付の「品企の政治・経務的構造 (noJl盟T四 0・.9ROHOMH司6C悶歯 CTpO量 TO曲 CHCT6MH) Jか

ら、 CHCT6Ma が、それを織成する政治的・経済的CTpO誼の全体としてよみとる ζとが可能である。 ζ

の場合、臼本誌版では CTpO量が「構造」と訳され、それでもよいと考えるが、通常「構造Jとして使

われる CTpyRTypa(Struktur)が使われず、 CTpO躍が使用されている ζとからして、 (4)で分析したと

ζろの CTpO誼(体制)としてみる ζとも可能となろう。そしてζの場合、 CHCT6Maを f社会構造J

としておさえると、上記引用文は、 f社会構造の政治的・経済的体制UJとしてみる ζ とが可能となり、

CHCT6Ma はCTpO葺を内に含む概念となる。

V • (ロ)の「生産関係の一定の制度 (CHCT6Ma)J I立、「一定の社会構成体Jと間義iζ使用されている

乙とから、 ζの場合の C隆CT6Maは、矢張り Struktureiner Gesellschaft (社会構造)を意味す

るといえる。つまり、レーニンにおいて乙の場合 CHCT6M邑は、社会 (Gesellschaft)の政治的・経済

的、社会的 (sozial)構造全体をさすものとしておさえられている、といえよう。
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Vでは引用しなかったが、次の文章も参考となる。

「ζ の場合、彼らの理論的活動は、ロシアにおける経済的敵対のあらゆる形態の具体的研究、そ

れらの形態の関連と契機的発展の研究を目標にしなければならないであろう。それは、政治史や法

制度 (nopll~OK) の特殊性や、既成の理論的先入見によって、 ζ の敵対が隠ぺいされているいたると

ζ ろで、 C れを暴露しなければならない。それ故、生産関係の一定の制度 (onpe~eJIeHHall CHCT由

自ManpOH8BO瓜CTBeHHMXOTHOmeH盟賞)として、わが国の現実についての完ぺきな絵図子えがき、

との制度 (STaC踊CTeMa) のもとでは、勤労者の搾取とJ/J(奪が不可避である ζとを示し、経済的発

展が指示する ζの制度 (nopll瓜R班)からの出銘をしめさなければならない。J( r全集j 1巻314ペー
ジ)

ζとで使用されている CHCTeMa も、 E誌に社会の経済構造のみでなく、「政治史・法制度Jなど

も、更には、一定の制度をめぐっての敵対関係、も含んだと ζ ろの「わが国の現実Jをさすものであり、

したがって「社会梼迭」号さすものといえる。そして、との場合注意しなければならないのは、いま

まで検討してきた門pelK~eHHe ， yCTpo量CTBO，CTpO繭などは、特定の秩序化された社会関係で繕成さ

れた観念(つまり「制度Jとして)であったが、 ζの CHCTeMa は、一定の「制度jと同時に、それ

をめぐっての対立諸関係、実践を含んだ概念としておさえられている、という点である。それ故、以

上の検討からして厳密にいえば CHCTeMa概念は、「社会構造j概念として把握されうるが、 「制度J

概念としては把接されえない、のではなかろうか。乙の ζとは、決して CHCTeMaが「鱗度J概念と

は方IJの対象をさす ζとを意味するのではなく、 CHCTeMa は、あくまでも「制度jをそーの燐成要素と

し、その「制度Jが内包する「秩序化された社会的諸関係jを中心的要素としつつ、それぞめぐって

の対立的・政治的諸関係をも合意する全体としておさえられるべきと考えるのである。

なお、以上の CHCTeM邑についての検討は、それが、社会科学上の一定の対象を抽象化する概念

として検討してきたのであり、 ζのほかにも、最初JIζ指摘したよう iζCHCT師団には、 i滋常、「体系j

などとして使用する意味もある ζ とは否定しない。その場合には、最初に引用したように、「相互に

依存しあい、関連しあい、相互作用しあうと ζろの諸部分の全体jの意として使用される。それ故た

とえば、「教湾制度の体系jなどといった使用法を否定するわけではない。

(6) その他の用語 (YKJIa瓦， pe煎麗M)についての検討

大月版 f全集』で「制度J と訳出されている残された用語 iζ 、 yKJIa~ ， pelK羅M がある。 ζのニつ

の用語について簡単な検討をする。

yKJIa~ を「制度J と訳出する ζ と\の当君子については、筆者の力量タトの ζ とであり、 yKJIa尽につい

ての科学的吟味もできない。通常;規定されていると ζろの「一時代の構成体的特徴を複合的に形成す

る倍々の諸生産関係の類型を呼ぶのに、ウクラードもしくは、経済制度の用語が用いられるJ(岩波

『経済学辞典j)ぞ縫認するにとどめる。

じっさい、現実の社会憐成をみるとき、それは、「単一の類裂の生産関係だけからなる純粋な社

会構成体Jとして存在するわけではなく、「支配的な生産関係と従属的ないし付随的な地位を占める

生産品係とに区分されるJのであり、上部犠迭における諸社会制度もかかる諸ウクラードの累霊的機

造に規正され一定の性格をもつものといえよう。それ故、上部繕造における膝史的なさまざまの制度

形態そ論ずる場合、その時代の諸ウクラードの構成との関連をみる必婆がある。

pe獄HMについては、それは、通常 Regierungsformとしての意味と、「制度J(Ordnung) とし
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ての意味があり、前場羽にあげたそれぞれのケースが、どちらを意味して使用されているか、またロ

シア語版で pem沼Mであっても、それのドイツ語訳が、 Regime， System， Ordnungなどとなっ

ており、 ζ のような訳出の相違を結果する規準がどとにおかれているか、更には、政治的 pemHMと

経済的戸線HMとの相違と共通はど ζにみい出されるか、などについては、小論では結論を出しえな

い。また、 pe総務Mを Regierungsformとしてみる場合、それが、さきにみてきた CTpO盟とどのよ

うな関連をもたせておさえるべきか、政治的CTpO誼が、君主脅迫・共和制・絶対主義・民主制などの

「体制~J をさす概念としておさえたのであるが、それと pemHM時Regierungsform とは、どう違うのか、

などは、検討を残さざる者をえない。

(7)小結

以上、 (山l幻)トト白m町-巴-‘、、白‘、、.、、.、-

とドイツ語訳を参照しながら、 f制度」磁念の検討を試みてきた。ζζ で一応の要約を箇条醤き的iζ記

しておく o

1. r制度Jは、一定の役会的諸~係ぞ前提とし、その社会的諸関係を規制する政治的、社会的
経済的行為のプロセスの中で形成される。そして、「制度Jは、社会的諸関係のうち、 f規制された諸

関係jをその本震としてもつ。それ故「制度Jは、社会的諸関係、一殺ではない。

2 ζ の「規制された社会的議関係Jは、「秩序jとして把握され、「制度jの本質規定はJ秩序

化された社会的諸関係の一定の体系j として把握される。「制度J が nopR~OK ， Ordnungとして用

いられるのは、 ζ の点iζ注侵してみた場合といえる。

3 r社会的諸関係の秩序Jは、憲法・法律・命令など、国家機関により形成されたと ζろの規範

として存在する場合もあるし、同じ国家機関による規範化であっても、蕊本的な「秩序jのみが規範

化され、具体的「秩序jは行政区単位の住民ないし関係構成員の意思に委ねられ、自治的規範として

形成される場合もあり、更には、企業・組合・それらの連合総織・その他社会総織の内部で形成され

る規則などの形で存在する場合もある。しかし、 ζれらの「社会的諸関係の秩序Jとしての「規範・

規郎Jは、それ自体としては、 f鵠度Jではなく、 ζれらの規範が対象化され、その結巣、事実関係と

して形成されたと ζろの「秩序イじされた社会的諸関係Jとして、「制度jは成立する。それ放「規範・

規郎Jは f制度j形成の重要な契機ではあっても、 f制度jではない。

4. 乙の ζとは、競範が内包し、予定している「秩序Jと、「制度Jが内包する f秩序Jとは相互

に密接に関連しあっているが、区別する必要がある乙とそ示す。主主体的には、たとえば、「法秩序Jと、

「法制度Jとは区分さるべきであろう。 ζ のような「秩序Jは、社会的には、 f法秩序J (Rechtsor-

dnung， juristische Ordnung).... r社会秩序j(soziale Ordnung)、 「緩務秩序J (Wirtschaftsord-
nung)などとして、成いはその複合体として存在する。

5. r社会的諸関係の秩序jないし、規範化された「秩序Jは、現実の事実関係としてのf秩序化
された社会的諸関係jとして対象化されるo ζの対象化は、国家機関相互関‘国家機関と国民、国民

の相互間(r政治的・法的諸関係」においては〉に対象化される場合もあるし、社会的諸組織の内部
的・外部的格互開(社会的諸組織と社会的機構、それらと住民との相互間)において対象イむされる場

合もある。それ故、関家諸機関・機構、それを構成する諸個人、国民等も、 f制度J構成の実体的要

素である。

6. r制度jのζれらの実体的構成要因(国家的な斜度の)は、 f諸機簡J (y可pem~em!H)および
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f田家機橋j(YCTPOsCTBO) ，ζ分けて把握できる。 ζの f諸機関Jは、偏見IJ制度低inrichtung)KY，反応
して形成され、その個別制度が内包する社会的関係の一方の当事者そ形成し、その客体と一定の「秩

序化された社会的関係jを形成するo そして、 ζの場合の社会的関係は、法規範により規定される場

合もあるし、その具体的関係を機関自らが形成する場合もある(もちろん法規範にその根拠安得ると

しても)。

7. 制度は、個別制度 (Einrichtung， y'Ipem，!¥eH到θ) を基礎単位とするo 偶別苦手j度は、 「対象

の個別性κ規定され、その範囲で、環達しあい、格互作用しあうと ζ ろの、秩序化された社会的諸関
係jを内包する。そして、 ζの諸関係、は、法綴範iζ続定されると開時iζ、経済的、社会的(goziall諸

契機によっても規昔話され、このような個別制度を規制する法的・経済的・社会的諸契機の分析は、制

度形態を把握する上できわめて重姿であるo 問中清助のいう、 「組織論Jr管理論J(後述)の成立の
根拠も、乙 ζ に関連する。なお、 ζの制度の内包する基本的諸関係が、憲法規範で規定されている

場合、乙の制度は、「憲法制度Jとして位置づく。

8 国家的な諸機関の相互関係が「秩序化Jされ、一定の体系そなしているとき、 ζれら諸機関

の全体は、「国家機構J(yCTpO聾CTBO) を構成する。国家諸機関の組織・編成・権限等は‘より具体

的には法律で規定されるが、「国家機構Jの内部関係の基本秩序は、憲法の規定すると ζろであり、そ

れ故、 yCTpO誼CTBOは、 8taatsverfassungと開義に使用される場合がある。

9. r体制JI(CTpO蕗))は、一定の「機構jを前提として把握され、政治体制は、母家機構と国民と
の相互間に形成される f秩序化された諸践係jの現象形態といえる。政治的体制は、政治的 Regime

(Regierungsform) としてもおさえられる。関口のいう「国家形態jも、 ζれに照応し、政治的体

制の形態は、君主制・共和制・絶対主義体制などの諸形態をとる。そして、 ζの f体制jじたいも一

定の「秩序イじされた社会的諸関係jを内包する放に、「制度J，ζ入りうる紙念と考える。
10 他J5¥以上みてきた f秩序イじされた社会諸関係の一定の体系Jの現象形態としての倒別制度、

機関、機構、体制などは、現実の社会の中では、それが内包する「秩序jとは別の「秩序jを形成せ

んとする諸儀入、諸集団との対立関係の中で、自らを境わす。そして、 ζれら諸個人‘諸集聞は、自

らの組織を形成し、全国的 f同盟j関係を形成し、自らの政治的組織に結集するに至り、現実の政治

的・法律的諸機関・機梼と一定の関係を形成する。 ζのように、「制度jと、それをめぐって新たに形

成されてくる社会的諸関係の総体として、 C斑CTeM8 ないし「社会構造Jは構成される。それ故 f社

会構造」の意で用いられる CRCTeM8は、厳密には「制度j概念iζ入らない。ただし、CHCTeM8(8γ 

stem) は、 「秩序化された社会的諮関係の体系Jの意として用いられる場合もあり、 ζの場合は、

「制度Jを意味する。

11 さいどに、第 1主主の叙述との関係についてふれる n r制度Jを「機関・施設Jとしてとらえる
把握は、制度概念の実体的規定としては首肯されうるが、実体的規定としても狭い把握である。 r機
構Jr体制Jなども含めて考えるべきである。
「制度JIζ法規範を含める把握は、まずい。法規範は「制度jを規定する契機の一つ(もっとも

重要な)ではあるが、両者は区分さるべきで、制度は、法規範が内包する抽象的秩序が対象化された

とζろの事実関係の一定の体系としておさえるべきである。

「制度Jと「関係Jの両概念(たとえば、法制度と法関係)の格異は、対象のちがいとし3より

も、個別法関係、が相互に関連しあい一定の完結した体系として携成されている場合、それら法関係、の

全体が法制度を形成すると考えるべきで、法関係は、法制度の構成概念であるといえる。
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第3章教育制慶論の構成に当つての若干の考察

本章は、ほんらい小論の中心に位置づけようと考えていたと ζろであるが、時間の制限、筆者の

力量不足から、限られたテー?にしぼらざるを得なくなった。

一応、 ζζでは、教湾制度の規定、教育制度論の対象、教育制度の形成および規制の諸契機につ

いての威括的な考察を試みた。当初の予定では、「労働の社会化Jと教育制度、教湾制度における宮

僚的集権若手jと地方自治および民主主義的集中制などのテー?についても、援本的な続点を展開しよう

と予定していたが、後日を期すζとにしたっ

第 1節 教育制度論の対象

(1) 制度論の対象は、制度の変化・発展過程の分析、現行制度の必然性とその移行過程分析にお

かれ、一日fCいえば、制度形態の発展過程分析にある、といえる。

ζの場合、とくに、現実の制度の現状分析安、その制度が内包する「秩序化された社会的諸関

係、j分析にまで深め、「関係の一つの秩序から他の秩序への移行の分析Jとして、援罰する必要があ

る。変化・発展するそれぞれの制度形態が内包する、「社会的諸関係の秩序jの相違と関連の把握が

重要である。

(2) 教育制度論の対象を考えるとき、レーニン 0)r経済学の対象は、………生産における人と人

との社会関係であるJ( r経済学的ロマン主義の特徴づけによせてJr全集j 2巻 191ページ)、「経済
学がとりあっかうのは、けっして『生産jではなくて、生産の極での人と人との社会関係、生産の社

会的構造であるJ( rロシアにおける資本主義の発展Jr全集j3巻 40ページ)、「一定の経済学的カ
テゴリーをなしているのは、労働ではなくて、労働の社会的形態、労働の社会的組織、または別の言

葉でいえば、社会的労働に参加するにあたっての人々のあいだの関係であるJ( r社会革命党Kよって
復活される俗流社会主義とナロードニキ主義Jr全集j 6巻 266ページ)などの指摘、そして、「経済
学とは、社会的生産の歴史的に発展する諸制度(yRJI矧)についての科学であるJ( rボグダーノフ
『経済学IJ、教聞の警評Jr全知 4巻 41ページ)の指織が、示唆を与えてくれる。
(3) 1および2を前援にして、教誇制度論の対象を規定するならば、それは、「社会的教育にお

ける人と人との社会関係でありム「教育の社会的構造でありム更に、教予言制度論の中核的カテゴリー

をなすのは、「教育労働そのものではなく(乙れは、教授学、教育心理学等の対象であるといえる)、

教湾労働の社会的形態、教湾労働の社会的組織、教育労働に参加するにあたっての人と人とのあいだの関

係jである、といえる。つまり、教育制度論は、現実の教予苦労働がお乙なわれると ζろのその社会的

組織(学校その他の)や、教育労働の社会的形態においてとりむすばれる人々(学校の場合でいえば

校長・教頭・教師・その他の職員・子ども)の関係を中核にして、その社会関係を規制すると ζろの

全社会的規模での社会関係ヤolitischu. juristischな、 ekonomischな、 sozial な社会関係入社

会構造を対象にする、といえる。

(4) 教育制度論の対象を以上のようにおさえるとして、 ζζでは、教育制度の規定をする。

教育制度とは、本質的には、「社会的な教育労働、およびそれを実現するために必要な諸条件の

設定(両者ぞあわせて教育の社会的編成とよぶ)をめぐってとりむすばれる秩序化された社会的議関

係の体系jとしておさえる ζととする。

ζの場合、「社会的諸00係Jの当事者は、教湾施設を構成する関連構成員(学習者を含めて)、その管

理機関であると ζろの地方的・国家的行政機鶴、その他の国家機関(立法・司法機関入および住民・
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国民等々である。しかし、乙の場合留意しなければならないのは、 ζ れら「社会的諸関係Jの当事

者は、歴史的に規定され、教育の社会的編成をめぐって形成されてくる諸関係の範囲が広がれば広が

るほど、多綴になる、という点である(たとえば、教育抱設の繕成員は現在きわめて多様になってき

ているし、教職員組合・労働組合などがζ の「諸関係JfCくみ ζまれてきたのも最近であり、また向

じ国家機関であっても、戦前日本では、立法・司法機関等は、 ζの f諸関係Jの当事者としてはきわ

めてその地位が否定的に位霞づいていた〉。

また、さきの規定J:tの「秩序化jの主要な主主因Iζは、憲法規範・法規範その他命令、更には、地

方機関の定立する自治立法も入る。他方、企業内教育・社会教育などiζみられる教育組織のように、

それを規制する秩序が、 sozialな規則・規範で設定される場合もある。しかし、 juristisch な、

f秩序化Jと sozial な「秩序化jの両者は、厳密に区分されるものではなく、後者が前者により規

制・侵蝕される場合もあるい後者が積極的K前者に転化する場合もある。 f社会制度Jとしての教湾

制度が、「法制度Jとしてのそれに転化してきた事態は、歴史的には多くみられると ζろである。

では、以上のように規定した「教育制度jは、第2傘で検討した多綴な制度概念と、どう関連す

るのか。

教脊抱設とその直接的管態機関、および両者と住民との関係などの範聞でみるとき、そζで構成

される「秩序化された諸関係、の体系」は‘さきの y可pelK瓦eH.IIeとして現象する、といえる。

他方、 ζζでの管理機関は、第2主主でみた rropn:瓦K8rOCYA8pCTBeHHOrO yCTpO貴CTBO“(国家

機構の秩序)に包摂されており、国家機構を構成する諸機関、なかんずく国家的教育行政機関と一定の

関係、の中iζ位置づき、また乙の国家的教予言行政機関じたい他の政府諸機関、立法、司法機関などの国

家機構の中で一定の秩序化された諸関係、のもとに位議づいている。教育の社会的編成をめぐって国家

機構内部で形成される ζのような諸島号係も、それとして教育制度の構成郎分をなすのであり、乙の領

域での関係は yCTpO躍CTBOC機構)として現象化する。

また、一定の内部秩序のもとに編成される国家機織じたい、国民との関係lζおいて、一定の秩序

化された諸関係のもとに包摂されているわけで(国民主権原理・君主制原理・絶対主義的原現などな

ど)、 ζζ においても、教育の社会的編成をめぐっての国家機構と国民との「秩序化された諸関係J

は、教湾制度を構成するといえる(たとえば、日本国憲法26条規定は、明らかに、国民と国家機構と

の関係を規制する基本原理であり、それに照応する制度が予定されている〕。そして、乙のような意味

での教育制度は、さきにみたCTpOsの構成部分として役選づくといえる。

以上のようにみてくると、「教育制度Jは、第2卒で検討した多様な制度概念の内、どれに該当

するか、ということは結論できないし、また意味もないととであろう。 y'Ipe，豊明日HI!e， yCTpO躍CTBO，

CTpO直などは、それぞれ「制度J紙念(秩序化された社会的諸関係の一定の体系、 rro抑瓦OK として

の制度)を構成すると ζろの、互いに巽った対象をもっと ζろの諸説念である ζとに留意するとき、 ζ

の点は首肯されよう。

それ故、教予号制度が、 C.IICTeM8 06pSaOB8H.IIII， Bildungs system として用いられる、 と

いう ζ とも理解しうると ζ ろである。つまり、国家の政治・法体制 (CTpO刻、国家機傍(YCTPO量CTBO)

自家・地方諸機関 (y叩 elKAeH.IIe)教育施設などの全体を貫いて、「教育の社会的編成をめぐってとり

結ばれる秩序化された社会的諸関係の体系Jとしての「教湾制度Jは現象するわけで、 C.IICTeMS 06帽

p8aOB8H.IIlIという磁念は、以上の内容をもつものとしておさえられるといえよう。

たYし、 ζの場合、第2本で展開した C.IICTeM阜の内容分析、つまり、 C.IICTeM8はJ制度jそ

1
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内包しながらも、その制度が生み出すと ζ ろのさまざまの対立的諸関係・実践をも含んだ Struktur

der Gesellschaftとしておさえられるべきだ、という筆者の指摘とは矛盾してくる。しかし、第2

奪の CHCTeMa概念の分析は、必ずしも全面的に検討されているわけではなく、レーニンのG置CTeMa

の使用法の中には CHCTeM8= Struktur der Gesellschaftとして用いられている場合がある乙と

に触れたにとどめているので、以上の規定上の不整会は、今後吏 lζ検討する ζととする。

(6) ξζろで、教育制度の本質規定在(4)のようにおさえ、教湾制度論の対象を(3)のようにおさえ

る、という ζ とは、教育制度論が、教育制度形態の分析にのみとどまるのではなく、その形態を規定

する諸契機の分析や、一つの制度形態がひきお ζす社会諸関係(教育委めぐる)の新しい変化の構造

の分析をも課題とするのであり、 ζの変化がまた教育制度の形態にどのようiζ反作用し、ちIJの制度形

態を形成するか、という発展のプロセスの分析をも、その諜題とする、といえる。つまり、教資制度

論は、教育制度形態の発展過程分析、移行過程分析号、教育制度そ規制する諸契機との関連でおさえ、

社会構造の発展過程分析の中で展開する ζ とを、自らの課題とする、といえる。

(6) 教資制度論の対象を以上のようにおさえた上で、とりあえず本家では、二つの問題について

の分析視点ともいうべきもの与をあげておく。まず第2節では、教育制度の形成ないし規制の諸契機に

ついて、第3節では、教育制度の移行過程分析において最低必要と考える観点についてふれる。

第 2節教育制度形成の諸契機

(1) 第2主主第 2節のわj、結jの(9)で述べたように、制度(Einrichtung)の形成の諸契機として

は、単にjuristischなもののみにとどまらず、 ekonomischなもの、および sozialなものを含めて考

えるべきである。 ζのtQ1'ちは、教育制度の場合も該当する。教育制度は、明らかに法制度である。し

かし、それは、法によって規定されないその般の諸契機によっても成立している。教育制度が内包す

ると ζろの社会諸関係の秩序一一教師と子ども、教師相互間、学校内部の教職員間での管理・被管理

関係、学校管理機関と学校、学校管理機関と住民・労働組合、閣の教育行政機関とその他の盟家諸機関

・地方諸機関・教職員総合その他の全国的連合組織、などの間で形成されると ζ ろの一一の形成は、

法により規制されると問時に、社会的経済体制lζ照応し、かっその他のsozialな諸契機によっても続

制される、といえる。以下、 ζれら諸契機と教育制度との関連について、鋳単な索惜を展開するの

(2) 最初に、経済的諸契機についてのべる。既述したと ζろの、「社会制度そ生産関係、の組織に

よって説明しJ(ill • a ・(ロ))とか、「制度をつくり出すものは生産議関係であるJ( 18ページ参照)

などの指摘は、史的唯物論の基本的命題といえる。 ζ 乙では、 ζ の命題の吟味ではなく、社会の経済

構造が、いかなる意味で教育制度安規制するかについて記すことにする。

(2)の1 ζの点については、布施鉄治の『行為と社会変革の理論JJ(脅木害賠、 1972)が、滋本的

視点を与えているように思う。氏は、社会の経済構造と教育制度との関連を、大きくニつの視点でとらえて

いる。一つは、生産力との関連で、もう一つは、生産関係なかんずく f分配jとの関連においてである。

(2)の2 まず、生産力との関連でみる ζ とにする。一定の生産力水準を前提とする現実の社会

は、 f人類の労働の諸結果が、史的に累重したと ζろの力〈蓄積された生産力)J(34ページ)を前提と

し、 ζ の可能性としての生産力を現実性に転化するために必要な労働力の形成を不可欠とする@生産

力は、生産過程における労働力要国と生産手段との相互作用の実現のなかではじめて f現実的なカ

(生きた生産力)J(34ページ)となる。それ故、一定の生産力を前提とし、それを組織し、発展させる

ためには、 ζ のような生産過程のなかで f生きた生産力Jに転化されうる労働力の形成は不可欠の課

題となる。布施の「すなわち、労働手段の発援に結実した諸カを諸カとして発現させるためには、人
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業員は、物質文化として紫愛せしめた諸生活手段の発展に対応する精神文化を、問時tζ社会そのものの

なかに緊室、発展せしめなければならなし、。それゆえ、言葉の正しい意味においての教湾機能は、人

類社会の発援にとって、必t員千二可欠の役l!fI.Iを泉たすといわなければならないJ(37ページ)の指婚は、

以上の点とかかわる。氏のいう、「精神文化を同時iζ社会そのもののなかに、累重・発展せしめなけれ

ばならないJζとが、とりもなおさず、教湾制度形成の重要な契機といえる。

ところで、生産力は、単tζ対自然との関係でのみ存在するわけではなく、同時に、対人間・対社会

との関係、で存在する。マルクスの「ところで生活の生産は……そのま』すぐに二重の関係として…

一方では自然的な、他方では社会的な関係として一一あらわれる、 ζζiζ社会的というのは、どんな

条件のもとにしても、どんな様式κよるにしても、またどんなB的のためにしても、いくたりかの個

人の協働という意味であるJ( rドイツ・イデオロギ-J岩波文康、 36ページ)としづ指橋、および「一
定の生産様式あるいは産業段階は、いつも一定の協働様式とむすぶついており、この協働様式が、そ

れ自身一つの『生産主力』であるという ζとJ(間前、 37ぺージ)などの指縞は、生産力が、単iζ、対自

然的tζ把握されるのではなく、対社会的・対人間的にも把握される必要さのある ζとを指摘している。

そして、 ζのようなニ震の怠味での生産力は、そのま h、二重の意味での労働力の形成を不可欠

とする。つまり、自然の変革という側面での労働力(労働能力)の形成と、対社会的に自らの労働力

を発現せしめ、協働労働在実現するに足る労働能力の形成という意味においてである。

しかし、資本主義社会においては、 ζのような労働力の形成に当って、資本主義的生産関係が必

然ならしむると ζ ろの婆求と労働者の要求は鋭く対立する。労働者階級が、郎自的階級から対自的階

級へ発展すればするほど、 ζの矛盾、対立は大きくなり、それだけに、教育制度形成へのプロセスは

複雑となる (ζの対立は、教育法の制定・解釈・溺舟をめぐり鋭くあらわれてくる ζ とはいうまでも

ない〉。

とはいえ、社会の経済構造が必要とする労働力のニ震の意味での形成の婆求は、教育制度なかん

ずく教育内容の形成およびその形成のプロセスに巨大なる影響を与えずにはおかない点は、確認すべ

きζとと考える(マルクスの全面発達の理論も、生産過程の技術的・社会的支配能力を、労働者が集

団として自らの内に形成する ζとを、その基本的基底においている点に注目したい)。

(2)の3 布施の視点の第2は、「分配jの問題と関連してのそれである。

氏は、 f分配は、生産物の分配である前に、それは、什生産用具の分配であり、仁j向じ関係のより

すすんだ規定なのだが、様々の種類の生産への社会成長の分自己(一定の生産諸関係のもとへの諸個人

の包摂)であるJとする(布施、前掲番 81ページ)

更に、氏は、「分配jを別の視点からもとらえる。「物質的生態過程における『分配関係』は、そ

の分配関係を掌援する支配階級によって、つねに精神的生産過程および精神的生産物の分配過程を掌

握する ζとをとおして維持せられるJ(82ページ)とのべる。

布施の以上の「分配Jを犯援する場合のニつの視点一-f社会成員の分配」と「精神的生産過

程および精神的生産物の分配」一一ーは、そのまま、教育制度の形成を規制すると ζろの契機として位

く。雨者はともに、教育内容の基本犠造(教科構造)、さまざまの極類・階梯の教育抱設の全体

的編成、後獄中等教育・高等教育機関の内部編成、それらにみあった教員組織の編成、さまざまな教

湾総設への子どもの配置などに、多様なインパクトを与える。

かかるインパクトは、社会的生産の集中・集積がすすめばすすむほど、必然的である。また、生

産の社会化の全国的規模での進行は、労働者階級にとっても、生産の集積・集中がもたらすかかるイ
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ンパクトを単に否定しきるだけではすまない事態そひきお ζす。乙 ζにおいてもやはり、教育制度の

形成をめぐっての両者の対立は明確となり、 ζの対立は国家的・地万的教育行政組織、更には国家機

構のあり様の変化(そこでとり結ぼれるさまざまの社会的諸関係の秩序の変化)をも惹起する。

以上の、布施の指摘する「分配jそ媒介としての、社会の経済機造と教育制度の関連(その教育

制度の形態の規定性)の領域での分析は、教育制度論の重要な対象を形成する。

(2)0; 4 社会の経済燐迭の教育制度に対する規定の諸契機について、布施の視角は、以上の大き

くいってニ点に要約されよう。章表者としては、更にもう一点付加する必要があると考えている。

それは、教宵制度形態の中核をなすと ζ ろの教育労働の「組織形態jと、社会的経済構造との関

連についてである。教育労働の組織形態を規定する契機として、法があることは否定できない。同時

に、法だけが、その組織形態安規定するわけではない。そ ζには、独自の組織論(教育労働の組織を

規制する観念形態)が存在している ζとは、諸事実が示すところである。

他方、社会的生室長の組織を規定するところの組織論は、その社会の f支配的組織論Jとしての有

効性を有している(関口のいう「イデオロギー権力jも、 ζの点にかかわっている、といえるJ政治

の科学JJ31ページ)。そして、 ζの企業レベルで形成されてくる「組織論jは、ある程度の「一般姓J

をもって、教育労働の f組織論jへの規定性を、イデオロギーレベルで有している。じっさい、学校

管理論を、企業経営論のアナロジーで構成したり (ζ の考え方は、古くから「営造物法制j論として、

教育行政論のなかには存在してきた入学校管理機関と教締の職務関係を労働契約関係とし廿包鐙し

たり、最近では、学校の内部組織編成を「能力主義管理j論で規制せんとしたりするとζろの傾向は、

イデオロギーレベルでの両者の「組織論jの規制・被規制関係を有している ζとの証左でもある。

とのような関連は、企業における労務管濯のー形態である採用管理が、教湾機関κ浸透すればす

るほど明篠になってきている。また、教湾労働者を中心とした、教育労働の「組織論Jの形成と実践

が、後退すればするほど、以上みてきた両者の相互関連は強化される。

「組織論」という、イデオロギーレベJレでの媒介をとおしての、社会の経済機迭の教育制度形成

への契機は、無演しえない、と筆者は考える。

(2)の5 以上の要約は省くが、教育制度の制度形態を規定するところの‘経済的契機についての

考察をしてきた。乙 ζiζあげてきた、三三つの契機との関速で‘教湾制度の形態分析を試みる ζ とが、

教育制度論にとって重要な対象となると考える。もちろん、以上三つの契機に経済的契機がしぼられ

るわけではない。筆者が、現在、重要主であると考えている点にしぼって記述した ζ とを付記する (ζ

ζには記さなかったが、レーニンが、資本主義の「進歩的な歴史的な役割jとしてあげる「社会的労

働の生産力の向上とこの労働の社会化J( r全集j3巻 631ページ)のうち、特に「労働の社会化jが
教育制度に及ぼす影響についての分析は、教育制度論のや核の一つに位霞づくと考えている。〈なお、

道又健次郎「企業内教育分析序説J、 『北大教育学部蔵liJf紀婆No.llj参照)

(3) つぎに、教育制度形成の契機としての政治的・法律的側面(なかんずく後者)についてふれ

る。

(3) - 1 制度の本質規定を、 f秩序化された社会的諸関係の一定の体系Jとしておさえる筆者の視

点からして、 ζの法的規定性はもっとも重要な契機である。 ζの領域では、 f社会関係の秩序Jは「法

秩序jとして形成され、またその f秩序jの対象化された f社会関係Jは f法関係jとして実現さi、
ζの f法関係の一定の体系Jとして「法制度Jは形成される。

更に、教育制度の形成ぞめぐっての階級対立の f政治的総括J(藤岡勇「法と経済の一般理論J、
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岩波『現代法 7J所収、 12ページ)としての憲法典は、その社会における基本的秩序としての f憲

法秩序Jを内包する。

憲法26条の「国民の教予言を受ける権利jの承認は、教脊をめぐる階級対立の現時点における「政

治的総括jであり、その国民の教資権規定は、教育をめぐっての国家と国民の関係における援本的秩

序(教育権の基本権性の儀認)である、といえる。

また、教湾をめぐっての Grundgesetzとしての教湾慈本法が内包すると ζろの、教育行政にお

ける地方自治の原理、教育および教育行政の直後責任の原則、教湾の自主性原則、政治的中立の原則、

学問の自由の保障、その他なども、悶じく教育制度の基本秩序を構成する。

(3) -2 とζろで、現実の教育法は、 ζのような憲法・教慈法 f秩序J，ζ 規定されると同時に、
さきにみてきた現実の社会の経済構造による制度へのニ重の規定性(階級対立を反映した)は、社会的

政治的諸組織、機備を媒介として、乙 ζでは法秩序の形成をめぐっての対立関係としてあらわれ、一定

の法秩序に結実される。 ζの法秩序は、憲法、教法法の想、定する grundliche Rechtsverh副知isse

(基本的法関係)と対立・矛盾関係にある場合もある。特iζ国家独占資本主義の段階では、階

級対立が一層明縫となり、それだけ国誌の基本権は憲法規範に規定されざるを得なくなるが、それらの

諸規定は国家の行政機関・司法機関を拘束するに足るだけの具体的権利牲に乏しいものとして規定さ

れるが放に、教育法の領域でも、立法・教碁法秩序と下位法の内包する秩序との間の不整会は、現わ

れざるそえない(藤田前掲「法と経済の一般理論J20ページ参政j。

(3)-3 ζのように、法秩序レベルにおいても一定の矛盾を内包すると ζろの法秩序は、現実の

法関係、として転化する。 ζの転化は、教育行政機関の組織化・その作用を拘束するものとして転化さ

れると同時に、法の通用機関としての性絡をもっ教育行政機関の行為そ媒介として現実の法関係に転

イじされる。 ζ の後者の窓味において、教育行政機~も教育制度受形成する議契機の重要なー要素とな

る。

また、争いのある特定の法関係、について、一定の判断を下し、一定の法秩序安ゑ認・形成すると

ζ ろの司法機関も、教脊制度を規制する重要な実体的契機をなす。

以上の、諸契機は、教育制度の形成・規制の政治的・法的諸契機といえる or政治的Jというのは、
ζ こでは説明を省いたが、法的規定性の実体的機関としての立法機関・行政機関・司法機関がそれぞ

れ、その時期の技会の政治的務関係、を前提として、それに規制され存在しているからにはかならない

し、法秩序自体その社会の政治的諸関係の反映でもあるからである。

(3)-4 教育制度形成の政治的・法的諸契機をみていくばあい、

れる。

影山i立、『現代憲法学の理論Jの中で、「基本権部分についても、憲、法制j度が認織されるとすれば、

それは対象の側から規定されなければならない。換言すれば、一定の基本権規範のグループが、一定

の奥2史的な社会関係そ対象とするかどうかであるJとのべている 036ページ)。

この指摘から、筆者なりにおさえられる点は、「基本権部分J(教育権も ζれに入る)が、一定の

制度そ必要とし、しかもそれが憲法制度として位霞づく場合、 ζの制度が内包する f秩序化された社

会的諮関係の一定の体系jは、その縦度が対象としている「対象の側から規定されなければならないj、

という ζとである。つまり、 ζのような制度は、一定の法を前提として形成されるわけであるが、そ

の法の内包する秩序は、 aprioriζ形成されのではなく、基本権保障を前提としてその対象がい

かなる社会関係を形成していくか、に規制される、という乙とである。それ故、教育制度の具ー体的形

な視点についてさいどにふ
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成は、国民・教師・教湾行政機関与を含めた多様な社会的実践を保障し、前t是として可能になる、とい

し、うる。

ノfシュカーニスの、 f法は一つの問販においては外的権威による規制の形態であるが、問時に他の

局面では、主観的な私的自治の形態であるJ、「あるばあいには、法の基本的・本質的メルクマ-}レと

なっているのは、無条件の義務と外的な強制である。また、あるばあいにこのようなメルクマールに

なっているのは、ある限度内で保障され認められた自由であるJの指摘も、以上の影山の指摘および

筆者の見解と関連しておさえる必要望がある(パシュカーニス『法の一般現論とマルクス主義J日本評

論争土、 99ページ)。

いいかえれば、教育権のように、 2ま本権部分が一定の制度を必要とする場合は、そこにおける法

的規定性は、一定の限界をもつのであり、この制度がいかなる「秩序化された社会的諸関係jを形成

するかは、一定の自治を前提とし、その上で形成される「社会的諸関係の秩序Jが意味をもっている

という ζ とである。

(4) 以上、 (2)および(3)では、教育制度を形成し、規制すると ζろの経済的契機、政治的、法律的

契機についてふれてきた。

ζこでは、社会的 (sozialな)契機についてふれる。

(4) -1 さいしょに、前述したと ζろの、レーニンの農奴法と農奴制度の両者の関連と区別につ

いての叙述が参考となるので、関連部分を ζζ に引用する。

「見うけると ζ ろ、主事業は『農奴制J(( KpenOCTHH'IeCTBO)， Leibeigenschaft) という表現は、

法制度 (npaBoBoMy CTpOIO， Rechtsordnung)にだけ適用できるものであると考えて、出来の農

奴制的社会制度 (KpenOCTHO誼 06~eCTBeHH滋賀 nopfI瓦OK，die alte， auf Leibeigenschaft 

beruhende Gesellschaftsordnung)という表現在しりぞけているようである。払は、 ζ の区別立て

には綬拠がないとおもう。『農奴制度J( (KpenOCTHOe npa盟O)農奴法)は、もちろん法制度

(y'lpem瓜eHHeMIOP盟}J;H司eCKHM，eine juristische Einrichtung)であった。しかし、それはまた、地

主(および農民の)経済の特別の制度 (CHCTeMe，System)に照応していたのであって、 ri記長』 に
よって閤定されていない幾多の生活関係!nicht "rechtlich“festgelegter Ledensverh五ltnisse)

のうちにも現われていたのである。だから、『前資本主義的、農奴制的社会制度(o6~eCT­

BeHHlJ誼 nopfI瓜OK，Gesellschaftsordnung)という表現を避けるにはおよばないとおもう。J( r全
集j 6巻 42ページ)

乙ζで、レーニンは、プレハーノフが「農奴制度Jぞ f法制度Jとしてのみとらえる点を批判し

「農奴制度Jをまず f社会制度J(Gesellschaftsordnung)としてとらえるべきことを強調する。そし

て、 ζのGese llsc haftso rdnungは、単に法に規定されると ζろの「法制度JGuristische Einrich-

tung) としてのみ存在するのではなく、社会の経済構造 (System)に規定され、かつ「法によって悶

定されていない幾多の生活関係JIとよっても構成されていると ζろの F社会制度jである、 ζとが指

摘される。筆者としては、 ζの「法によって規定されていない幾多の生活関係Jは、経済的関係、を含

むとともに、レーニンが一貫して指摘すると ζ ろの家父長制的・人格的隷鴎関係のように、 ekono・

mischでもなく、 juristischでもないところの sozialな社会関係を含んだものとして把握す

べきと考える。そして、 ζのような三つの社会関係が内包する秩序の複雑な統合体として、まさに農

奴制的役会制度 (GesellschaftsordnungJが存在しているとみる。

ζれも、前述したので簡単にふれるにとどめたいが、「どういう遺産をわれわれは拒否するかjの

ρo 
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中で、レーニンは、ロシアの啓蒙主義者スカールジンは f農奴制度(農奴法)と、経済的・社会的・

法律的分野における ζ の制度の所産のすべての反対者であるJ( r金制 2@ 502ページ)ζ とを指
摘している。 ζこでも、「農奴制度Jが「経済的・社会的 (CO~HaJIhHO世 sozíalenJ・法律的J 側i函か

ら把握されている。

なお、 ζこで「社会的Jという用語が、 ロシア語では 06II¥eCTBeHHhl担と CO~HaJIbHhl買とが、

ドイツ語では、 gesellschaftlichとsozialとが区分されて使用されているし、さ表者も ζの点lζ

注目し、 Gesellschaftsordnungが政治的・法律的 f秩序J、経済的 f秩序J、社会的 (soziallr秩

序」により構成されている点にふれてきた。両者の区分は、ラテン語系言語、および日本語におい

ては、区分される ζとなく使用きれるといわれるが、 ドイツ語・ロシア語では区分され、 06II¥eCT-

BeHHhlRが f全体社会JIC 関係し、 CO~HaJIhH起草が「部分役会j ないし「部分的社会関係J ~ζ 関連

しておさえられるという(富沢賢治『唯物史観と労働運動j ミネ jレヴア書房 44-46ページ参照)。

また、以tこの問題について特κ注目している回I宇治助は、社会構造をとらえる場合、 gesell-

schaftlichなものと、 sozialなものとの区分と相互関係に注目し、「格対的V':sozialなものが存在

するとしても、それは gesellschaftlichなものと不可分で、私としては両者の樹立作用するとζろ

に、組織論あるいは管潔労働論を組み立てていζ うと考えているJ( r現代と思想J第14号、青木喜
居、 97ページ)とのべている。 ζの指摘は教育制度論にとってもきわめて示唆に富むものといえる。

(4) -2 (4) -1では、レーニンが Ges e IIs c h a ftso rdn ungをみる場合、それは援に、法や経済κ

規定されたものとしてのみではなく、社会的 (sozIaJ)にも規定され、またsozialな社会関係の内にも

現われる点にふれた。そして筆者は、 ζれを、制度を規定する sozialな契機としておさえる ζとが可

能であるとした。

レーニンが、政治的自由を問題とするとき、それを単に「政治体制IlJの民主化号のみ意味するので

はなく、「社会体制jの民主化をも意味して使用している ζ と(r全J制 2巻 323・327 ページ)、

「労働者は、自分たちの利害が、こんにちの政治的・社会的体制と和解しえないように対立している…J

( r全集J@ 395ページ)、「社会民主主義者の理論的活動が、それぞれの階級の社会的・政治的地
位のいっさいの特殊性を研究する ζとJ( r全集J@. 454ページ)、「ロシアの現在の社会・政治制度
(nopn瓦問) ~ζ反対するいっさいの反政治的および革命的運動を……JU全集i ⑦ 245ページ)な

どの諸叙述にみられる「社会的Jという用語が、 ト、イツ語版で soziaHζ訳出されているζと、などに

注目するとき、社会制度の有する法的・経済的・社会的諸関係およびその秩序に、レーニンが注目し

ているζとがわかる。そして、このζとは、人間が社会においてとりむすぶと ζろのsozialな関係カえ

「秩序化された社会的諸関係jとしての制度 (ζの中心が、出家により「秩序化された社会的諸関係J

である ζとはいうまでもない〉と、どのような関係にたっか、更には、制度f[対してどのような作用

を及ぼすか、という観点を制度論に投げかけているとみてよい。

(4) -3 それでは、教育制度を形成し、規制する sozialな契機を、どのように把握すべきか。

(3)でのべたように、「基本権部門jで制度が成立する場合、更には、現行日本の憲法・教禁法秩

序のもとでは、学校教誇およびその他の教育組織をめぐり形成される f社会的諸関係、の秩序Jが自治

κ委ねられている側面がある ζ とは、認められる。兼子仁が、!日来かかる領域にみられた特別権力関

係、 (ζれも一種の「秩序化された社会的諸関係」としてみる乙とができる) ~ζ 対置して、「自治的法律

関係、Jないし f教誇自治関係J論を展開しているのも、 ζれと関連しておさえられる(兼子『教育法

学と教育裁やiJJl 勤革審房、 75ページ)。
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とのように、憲法・教蕊法秩序が、教青をめぐってと!り結ぼれる「社会的諸関係の秩序jの形成

を、一定の範囲で承認していることは、教育制度を形成し、規制する契機としてsozialな側面を承認

しているからにほかならない。

戦後教育改革で、一応是認されたと ζろの「教育の自律性J、更には、教師の政治的自由の承認、

も、教育制度形成のsozialな契機の中κ、教師を含めていた ζとの託左である。教誇制度を形成して

いく場合の中核的機関として位置づけられた教育委員会を、どう組織し、その権限行使の内容をどう

規制するか、という場合、住民・教師(それらが形成する組絡むの行政参加・行政規制を法認した ζ

とは、教育制度の形成・規制の契機としてのsozialな側面をみとめたからである、といえる。

レーニンは、政治的自由を規定して、「政治的自由というのは、人民が、自分たちの全国民的関

題、国家的問題を処理する(seineAngelegenhei ten zu regeln El自のζ とであるjとしたが、 ζの

場合、Angelegenheiten は「事務・業務jなどの意味を含むが故κ、「政治的自由jは、国民的・国
家的 f事務Jを「処理するJ(ないし「規制するJ)自由を意味する。

乙れを、教育制度の場合でいえば、戦後改革により、「教育事務jが、ほとんど地方事務として位

置づけられ、かつ、住民・教師の政治的自由が認められたのであり(もっとも教師の政治的自由の法

認はきわめて短期間入その ζとの意味すると ζろは、教湾制度を形成し、規制する契機として、法

的諮契機以外の社会的契機を認めた ζ とを意味するのであり、出来の法的(というより、勅令'的入

行政命令的契機κよってのみ規制された教育制度形態とは、大きな~巽告示している。

(4)-4 では、 ζのような教育制度の制度形態を規定する sozialな契機の実体をどのように杷握

すべきか。

結論的にいえば、教育制度の内包する「社会諸関係に作用を及ぼすと ζろの社会的諮組織(地域

における住民組織、労働組合組織とその地域的連合組織、文化的諸組織、教職員団体、教職員組合、

企業家の連合組織、更には、 ζれらの全母的連合組織などなど)が‘ sozialな契機の実体をなすとい

える。そして、 ζれらの諸組織の内部に形成されるところの、教育をめぐる社会諸関係をどう形成す

るか、という諸意識形態、組織形態、実践形態の分析を、教育制度形態の分析と結合する ζ とが重要

となる。つまり、教育制度のあり様に規制を及ぼさんとする社会的諸総織の、意識的 ι思想的)、実
践的‘組織的形態分析の必要性である。

(4)-5 以上の開題を考察する擦に、布施鉄治の次の叙述が参考となる。

「特定の経済法員牲に支えられる生産機構の発穫は、その経済法則iζみあうものとしての、社

会的・政治的機構、制度の発展・整備を、国家の重要なる機能のーっとして、不可欠に同伴す

る。問時lζ、そのなかにみずからがよって立つ基盤としての社会傍若きの変化・発穫を、内在

的運動法制として内包せざるをえない。そして、 ζ の運動法員IJは、当然 iζ、被支配者階級

の反体制的な、みずからの生の運動の発露を、社会的な機構・制度として社会そのもののな

かに、社会構造として内在化させ、定着せざるをえないものとして発壊する。 J (布施 前掲欝

39ぺージ)

ζの引用文の、特に後半郎分の「被支配者階級の反体制的なみずからの主主の運動の発露jを「内

在化させ、定着jさせたと ζ ろの「社会的な機構jがもっと ζ ろの、教育制!fi意識・実践などの分析

が必要である。 ζの著者の、 ζζiという「社会機情jが何をさすかは、更に検討安要するととろであ

るが、筆者の関心からすれば、労働組合の全国的集中組織や教職員組合の全国組織のもつ教育制度意

識〈教育法意識も含めて)や‘その実銭、組織形態など、及びそれらの組織と国家諸機関との相互関
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係の分析が重要となるし、 ζ の相互関係そ媒介する f政党J組織の分析も重主要な課題となる(もっと

もζの f政党j組織の分析になると教育制度を規制する政治的諸契機に入るが)。なお、労働組合の

全国的集中組織の中に最近形成されてきていると乙ろの f教育権j意識については、道又健二郎の前

掲「企業内教育研究序説jが、示唆を与えている点を付記しておく。

(5) いじよう、教育制度を形成し、規制する諸契機について、筆者が当面必要と考えている観点

について記してきた。そして ζのような諸契機を、教育制度の形態転化の分析と結合する ζ とが、教

育制度論には要求されている。筆者としては、当面白本の戦後教育改革、および、 1950年代の前半に

対象を限定し、一定の実証分析を試みたいと考えている。

なお、以上の三つの諸契機が、画然と分離されて把握されるわけではない。経済的諸契機が法廷

媒介として教湾制度を規定する場合もあるし、社会的諸組織、機構(二大階級の)を媒介として規定

する場合も考えられる。また、主主主には社会の経済構造tζ規定されて形成されると ζろの社会的諸組

織・機構が、直接教育制度に作用するのではなく法や国家の行政機関・司法機関を媒介として教育制

度に作用する場合もある。乙れら三者の相互関係については、実証分析においてはじめて明らかκさ
れうると ζ ろである。

第 3鮪教育制度の移行過程分析の基本視点、

(1)教湾制度論にとり、重要な課題が、その制度形態の移行過程分析にある ζ とはふれた@ζζ

では内容と性絡を異にする制度形態の移行を分析する場合の、いくつかの視点を記す。

(2) 移行過程分析は、制度の内包する社会関係の変化・発展過設に注目する必要がある。 ζの際

レーニンの次の指摘が重要である。

「社会関係の是正や変更は、もちろん可能である@しかし、それは、是正さるべき、または変更

さるべき ζれらの社会関係の各構成員自身に立脚する場合にのみ可能である。J( r全集JICD 396ペ
ージ)。

「社会主義的インテリゲンチィアは、幻怒と絶縁して、ロシアの望ましい発援のうちκではなく、

現実の発展のうちに、また可能な社会諸関係、のうちにではなく、現実の社会諸関係、のうちに、その

支柱をもとめるようになるときに、はじめて実り多い活動を期待する ζ とができるJ( r全集』 ① 
314ページ)。

ζの叙述は、制度の移行ないし変更の契機を、主観的・観念的な「望ましい発展jだとか、「可能な

社会経済関係jだとかに求めるのではなく、現実に形成されてきている f新しい社会関係J( r全集j
@ 236ページ)の内に、しかもその制度に包摂され、規制されている「各構成員自身jの生み出す

「新しい社会関係Jの内に求める、という基本的視点が、制度形態の移行過程分析にとって、その

前提となる、 ζとをのべている。 ζζでは、 7 ルクスのいう「現実的方法J(大月 f資本論JlCD 22 

ページ)、レーニンのいう rr現存するもの』および、それの必然的発援の『肯定的理解:JIJ cr全集i
CD 146ページ)の方法論というべきものが、参照さるべきであると考える。

(3) ζのような前援にたつとさ、制度の移行過程分析にとり重要となるのは、制度が生み出すと

ζ ろの f敵対形態jの分析である。レーニンは、 (2)の引用文のあとで、「との場合、彼らの理論的活

動は、ロシアにおける経済的敵対のあらゆる形態の具体的研究、それらの形態の関連と継起的発援の

研究を目標にしなければならないJ( r全集JCD 314ページ)とのべている。
ζζには、制度形態の移行分析と、「敵対形態Jの移行分析とを、結合す.る視角がみられる。制

度が内包する「秩序化された社会議関係jが、それに対立し、抗争するどのような社会関係を形成し、
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両者がどのような f敵対形態Jとして現実的に現われるか、の分析であるといえる。

(4) (3)でのべた f敵対形態Jの分析は、同時に、その「敵対関係Jの中で形成されてくる「闘争J

の f闘争形態Jの分析と結合しなければならない。

「したがって、マルクスκよれば、科学の箆接の任務は、棄の闘争の合言葉を与える ζとである。

すなわち、 ζの闘争を生産関係の一定の制度の建物として、客観的に表示する能力をもっζ と、 ζ

の闘争の必然性、その内容、発展行穏と発展の条件を理解する能力をもっζ とである。 ζの闘争の

各個の形態を、きわめて詳細に研究し、 ζ の闘争が一つの形態から、他の形態へと移行していく一歩

一歩をあとづける ζとなしには不可能である。J( r全集」① 344ページ)
乙の叙述は、しばしば引用してきた、カウフ 7 ンの文章の一筋である。 ζζiζは、闘争を「生産

関係の一定の制度の産物Jとして表示する ζとの重姿性とともに、その「闘争形態jの発展過程分析

が「科学の直接の任務Jである ζ とが指摘されている。つまり、ある「制度形態jが、一定の「闘争

形態Jを規定し、問時tζ逆iζf闘争形態Jが f制度形態J，ζ反作用を及ぼす、という両者の必然的関
連の中で、制度形態の移行過程分析がおさえられている、といえる。なお、 ζ の点に関しては、レー

ニン『なにをなすべきかjの中の、運動のf手工業性jr細分性Jr狭離な実践主義j批判の視点カえまた、
グラムシの「新君主論JIとみられる「政治的力関係Jの段階区分規定が、さらに田口富久治の「政治情勢J

分析の方主主 Cf7ルクス主義政治理論の慈本問題j31ページ)などが参考となる。
(日 制度形態の移行過程分析は、更に、その制度が特定の労働の綴織を規制する場合(経済制度

が、生産過程Kおける労働形態を規制するように入「労働形態Jの変化・発緩過程分析と結合する必

要がある。

「どのような『労働形態』であれ、それは他のなんらかの形態にとってかわられる結果として、は

じめてぐらつかせられるのではないか。と ζ ろが、わが著者にあっては、そういう新しい形態を分析

し、説明する試みすらみい出されないし、また ζれらの新しい形態が古い形態を駆逐する原閣をあき

らかにしようとする試みもみい出されない。J( r全集』① 187ページ〉
一定の労働形態を規制する制度の形態は、それぞれ照応しあうものとしておさえられるが、同時

に、その労働形態の中で形成されてくる f新しい形態Jの分析、「古い形態を駆逐する原因jの分析、

等は、制度形態の移行過程分析tζとり、重要な課題・対象をなすといえる。

教育制度のばあいでいえば、教育労働の f労働形態Jr組織形態jの変化・発展過程分析、なかん

ずく「新しいj教育労働の労働形態・組織形態分析を、教育制度形態分析の対象に役鐙づけなければ

ならない、といえる。

以上の叙述と調達するが、レーニンが、シスモンディーを批判し、彼を「反動家Jとみとめたの

は「彼が実践上の顕買において、『場在を過去と比較し』、将来とは比較しなかったという乙と、まさに

彼が『社会の永遠に必要とするものをJ最新の発展の傾向によってではなく、『虚偽Jによって『託
明したj という乙とのためであるJ( r全集j 2巻 238ページ〉とするレーニンの視点、なかんずく
「現在jをそれが内包する f最新の発展の傾向jによってみる、という視点が制度形態の移行過程分

析においても、みとめられてよい。

間 以上の鏡点を、教育制度形態の移行過程分析と関連させて整理しておく。

教育制度の移行過程分析tとおいても、矢張り、現実に形成されてきている教育をめぐっての「新

しい社会関係、J，ζ注目しなければならなし、しかも、 ζの f新しい社会関係jを、全社会的規模で追
求さるべきと考えるo そして、 ζの「新しい社会関係jが、従来の教育制度の有する f秩序jとどう
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対立するのかの分析(r敵対形態Jの分析)、また、 ζの「新しむ、社会関係J0場成のにない手拭自
らをどう組織し、どのような f闘争形態jを形成しているか、の分析、更には、 ζ の f新しい社会関

係Jが、いかなる教育労働の f労働形態Jを形成しつつあるか、また形成せんとするか、の分析等々

が重要κなるといえる。

第4節小結とむすび

いじよう、教育制度論の構成にあたり、必要と考える最少綴の線点を記してきた。乙の家の最初

にものべたように、これらの考察は極く限られたものであり、叙述の途中でも、残されている課題等

にもふれてきた。なかんずく、教育制度の移行過程分析にとり不可欠と考える「労働の社会化Jの問

題、教育制度のRegierungsformlζ関連すると ζ ろの、官僚的集権苦手1・地方自治・民主主義的集中制

の問題等については、本意で果たせなかった@

なお、小論の筆者なりの位讃づけは、現実の教育制度の実証分析を試みる際の作業メモといった

ものであり、そのために必要な限りでの f制度j概念の検討をしてき 7匂 ζζで問題としてきたテー

?については、なお今後の実証分析の中で、より深めていきたいと考えている。
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